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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就

業人員数であります。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第76期は、１株当たり当期純損失が計上されており、新株引受権付社

債及び転換社債の残高がないため記載しておりません。また、第77期から第80期は潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

４ 第77期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(平成14年９月25日企業会計基準委員会 企業会計基準第２号)及

び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(平成14年９月25日企業会計基準委員会 企業会計基準適用指

針第４号)を適用しております。 

  

回次 第76期 第77期 第78期 第79期 第80期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 47,018 38,278 47,649 59,672 69,611 

経常利益 (百万円) 79 5,213 12,717 18,182 24,027 

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) △860 2,670 8,912 15,461 15,956

純資産額 (百万円) 7,067 9,719 18,685 34,182 47,389 

総資産額 (百万円) 58,849 56,346 52,800 55,542 68,848 

１株当たり純資産額 (円) 36.10 49.67 95.52 174.56 242.09 

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △4.39 13.64 45.55 78.83 81.30

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 12.01 17.25 35.39 61.54 68.83 

自己資本利益率 (％) ― 31.81 62.75 58.49 39.12 

株価収益率 (倍) ― 9.82 12.73 6.66 8.35 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,824 7,119 13,638 14,815 22,150

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,945 1,050 530 △1,471 △4,106

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △6,588 △5,753 △16,285 △9,459 △8,943

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 4,386 6,802 4,686 8,571 17,671

従業員数 (名) 419 412 423 428 423 



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第76期は、１株当たり当期純損失が計上されており、新株引受権付社

債及び転換社債の残高がないため記載しておりません。また、第77期から第80期は潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

４ 第77期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(平成14年９月25日企業会計基準委員会 企業会計基準第２号)及

び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(平成14年９月25日企業会計基準委員会 企業会計基準適用指

針第４号)を適用しております。 

  

回次 第76期 第77期 第78期 第79期 第80期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 29,832 36,302 45,582 57,586 67,363 

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) △187 5,298 12,363 17,801 23,016

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) △1,285 2,041 8,166 15,123 15,216

資本金 (百万円) 24,824 24,824 24,824 13,922 13,922 

発行済株式総数 (株) 195,770,713 195,770,713 195,770,713 195,770,713 195,770,713 

純資産額 (百万円) 8,482 10,523 18,919 34,093 46,337 

総資産額 (百万円) 50,609 48,617 49,297 52,322 65,146 

１株当たり純資産額 (円) 43.33 53.78 96.71 174.11 236.71 

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
― 

(―)

―

(―)

―

(―)

8.00 

(―)

11.0

(4.0)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(円) △6.57 10.43 41.74 77.10 77.52

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.76 21.57 38.38 65.16 71.13 

自己資本利益率 (％) ― 21.49 55.47 57.05 37.84 

株価収益率 (倍) ― 12.85 13.90 6.81 8.76 

配当性向 (％) ― ― ― 10.38 14.19 

従業員数 (名) 292 287 328 332 333 



２ 【沿革】 

  

  

昭和24年12月 企業再建整備計画の認可に基づき、日本曹達株式会社の鉄鋼部門より分離し、北

陸の四工場を擁して日曹製鋼株式会社設立。 

昭和27年１月 東京証券取引所、大阪証券取引所に上場。 

昭和29年３月 新発田工場の砂鉄銑設備をフェロニッケル製錬設備に転換。 

昭和32年５月 八戸工場完成し砂鉄銑の製造開始。 

昭和34年５月 大平洋ニッケル株式会社設立に伴い新発田工場を分離。 

昭和40年４月 八戸工場の銑鉄生産設備の一部を合金鉄生産設備に転換。 

昭和41年７月 習志野機械工場完成。 

昭和41年11月 八戸工場において、フェロニッケルの生産開始。 

昭和41年12月 八戸工場において、ステンレス鋼の生産開始。 

昭和45年１月 大平洋ニッケル株式会社を吸収合併し、大平洋金属株式会社に商号変更。 

昭和48年３月 フィリピンのリオ・チュバ・ニッケル鉱山株式会社に資本参加し、ニッケル鉱山

を開発。 

昭和54年７月 新潟工場完成に伴い新発田工場電磁材部門、活性炭部門を移設し同工場閉鎖。 

昭和58年６月 岩瀬工場を分離し、大平洋ランダム株式会社に研削材部門を営業譲渡。 

昭和59年７月 直江津工場、富山工場、習志野機械工場を分離し、鋳鋼部門、鍛鋼部門、機械部

門をそれぞれ大平洋特殊鋳造株式会社、大平洋製鋼株式会社、大平洋機工株式会

社に営業譲渡。 

平成９年１月 株式会社大平洋エネルギーセンター設立。 

平成10年７月 ステンレス鋼丸棒・線材部門からの撤退。 

平成11年９月 ステンレス鋼およびその他の非ニッケル部門から撤退し、フェロニッケル専業メ

ーカーとなる。 

新潟工場閉鎖。 

平成15年８月 廃棄物リサイクル事業の「焼却灰・ホタテ貝殻リサイクル施設」完成。 

平成18年６月 廃棄物リサイクル事業の「溶融飛灰リサイクル施設」完成。 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社６社(連結子会社３社、非連結子会社３社)及び関連会社３社で構成されておりま

す。 

当連結会計年度において、連結子会社の城東金属加工㈱は、会社清算を結了しましたので連結子会社の範囲より除

外しております。 

  

当社グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

  

ニッケル事業 

フェロニッケル製品の主原料であるニッケル鉱石の一部をリオ・チュバ・ニッケル鉱山㈱及びタガニート鉱山㈱

(両社ともフィリピン国に所在)より購入し、製錬時に発生する鉱滓の販売は大半を太平洋興産㈱が行っておりま

す。フェロニッケルの一部は㈱パシフィックソーワに販売しております。また、その他の製品についても一部同社

を通して販売しております。 

主要な関係会社名称 

太平洋興産㈱、リオ・チュバ・ニッケル鉱山㈱、タガニート鉱山㈱ 

  

その他の事業 

製品の製造過程で使用するガス類は㈱大平洋ガスセンターが製造し、当社へ販売しております。 

㈱大平洋エネルギーセンターは、電力の卸供給事業をしております。 

当社の廃棄物リサイクル事業は、一般廃棄物焼却灰にホタテ貝殻を混合溶融し、人口砂利等を製造するものであ

り、リサイクル資源材料として活用する資源循環型事業であります。 

なお、㈱パシフィックソーワは主に鋳鍛鋼品及び各種産業機械等の仕入、販売をしております。 

主要な関係会社名称 

㈱大平洋ガスセンター、㈱大平洋エネルギーセンター、㈱パシフィックソーワ 

  



  

企業集団の状況 
  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 上記連結子会社には、特定子会社はありません。 

２ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

３ 議決権の所有割合の[ ]内は外数で緊密な者又は同意している者の所有割合であります。 

  

  

名称 住所 資本金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有(被所有) 
割合(％) 

関係内容  

(連結子会社)        
太平洋興産㈱ 青森県八戸市 50 ニッケル 74.0

[26.0]
①役員の兼任等…兼任２名、当社従業員１名 
②事業上の関係 
 当社の製品製造、運搬請負業務並びに鉱滓管理
の委託 
③資金援助等 
資金貸付 944百万円

 

㈱大平洋エネルギー 
センター 

青森県八戸市 100 その他 100.0 ①役員の兼任等…兼任２名
②事業上の関係 
 記載すべき事項はありません 
③資金援助等 
借入債務の保証 1,945百万円
不動産の賃貸  

 

㈱大平洋ガスセンター 青森県八戸市 100 その他 50.0
[25.0]

①役員の兼任等…兼任２名、当社従業員１名 
②事業上の関係 
 当社製品製造に使用するガス類購入 
③資金援助等 
資金貸付 260百万円
不動産の賃貸  

 

(持分法適用関連会社)        
㈱パシフィックソーワ 東京都中央区 432 その他 43.7

[1.5]
①役員の兼任等…兼任２名
②事業上の関係 
 当社製品の販売、原材料、設備の購入 

 

リオ・チュバ・ 
ニッケル鉱山㈱ 

フィリピン国 150,000 
千ペソ 

ニッケル 36.0 ①役員の兼任等…兼任３名
②事業上の関係 
 当社主原料ニッケル鉱石の一部購入 
③資金援助等 
 記載すべき事項はありません 

タガニート鉱山㈱ フィリピン国 200,000 
千ペソ 

ニッケル 33.5 ①役員の兼任等…兼任２名
②事業上の関係 
 当社主原料ニッケル鉱石の一部購入 
③資金援助等 
 記載すべき事項はありません 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就業

人員数であります。なお、臨時従業員数は従業員数の100分の10未満であるため表示しておりません。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。なお、臨時従業員

数は従業員数の100分の10未満であるため表示しておりません。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループは、主に大平洋金属八戸労働組合を組織し、上部団体として日本基幹産業労働組合連合会に加盟、

なお、現在その他の労働組合を含めて円満なる労使関係を維持しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

ニッケル事業 387 

その他の事業 36 

合計 423 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

333 44.5 21.2 7,961,598 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度のわが国経済は、原油・その他原材料価格の高騰が懸念される中、企業収益の回復による設備投

資の増加や雇用情勢の改善を背景とした個人消費の伸び等により、景気は緩やかな回復となりました。 

このような状況のもと、当連結会計年度の業績は、当社グループの売上高、収益の大半を占めるフェロニッケル

の販売数量が、主需要先であるステンレス鋼業界の減産により前連結会計年度に比べ減少したものの、売上高は適

用ＬＭＥニッケル価格の上昇等により増加となりました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は69,611百万円となり、前連結会計年度と比較して16.7％の増収となりまし

た。損益につきましては、経常利益は24,027百万円と前期比32.1％の大幅増益、当期純利益は15,956百万円とな

り、法人税等の増加(税法上の繰越欠損金解消に伴うもの)から前期比3.2％の増益となりました。 

なお、当社単独の売上高は67,363百万円となり、前期と比較して17.0％の増収となりました。損益につきまして

は、経常利益は23,016百万円と前期比29.3％の大幅な増益、当期純利益は15,216百万円となり、法人税等の増加(税

法上の繰越欠損金解消に伴うもの)から前期比0.6％の微増益となりました。 

  

  
  

  

  

事業別のセグメントの業績は、次のとおりであります。 

①ニッケル事業 

ニッケル事業の主需要先であるステンレス鋼業界は、昨年来の生産過剰による市場在庫調整のため、当連結会計

年度には大幅な減産を実施いたしました。それにより当部門の販売数量は減少いたしました。しかし、販売価格は

指標となる適用ＬＭＥニッケル価格の上昇や円安に推移したことにより上昇し、販売数量の減少を補い売上高の大

幅な増加となりました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は64,993百万円となり、前連結会計年度と比較して12.5％の増収となりまし

た。営業利益は23,538百万円と前期比28.8％の大幅な増益となりました。 

  
  

  売上高(百万円) 営業利益(百万円) 経常利益(百万円) 当期純利益(百万円) 

前連結会計年度 59,672 18,311 18,182 15,461 

当連結会計年度 69,611 23,567 24,027 15,956 

増減率(％) 16.7 28.7 32.1 3.2 

売上高(百万円) 営業利益(百万円) 

前連結会計年度 当連結会計年度 増減率(％) 前連結会計年度 当連結会計年度 増減率(％) 

57,759 64,993 12.5 18,275 23,538 28.8 



②その他の事業 

その他の事業につきましては、当社の不動産部門、株式会社大平洋エネルギーセンターの電力卸事業および株式

会社大平洋ガスセンター等の売上高、営業利益とも堅調に推移いたしました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は4,621百万円となり、前連結会計年度と比較して129.6％の大幅増収となり

ました。営業利益は20百万円となりました。 

  
  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、主な増加要因である税金等調整前当期純利益

23,243百万円及び減価償却費1,809百万円等に、主な減少要因である法人税等の支払額2,486百万円及び運転資金増

加等をそれぞれ加減算し、22,150百万円の収入で前連結会計年度と比べ7,335百万円の増収となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主な減少要因である有形固定資産の取得による支出2,785百万円及び定期

預金の預入による支出2,000百万円等に、主な増加要因である投資有価証券の売却による収入433百万円等をそれぞ

れ加減算し、4,106百万円の支出で前連結会計年度と比べ2,635百万円の支出増となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の純減少額に配当金等を加えた支出8,943百万円で前連結会計年度

と比べ515百万円の支出減となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、17,671百万円と前連結会計年度と比べ9,100百万円の増加となり

ました。 

  

  

  

売上高(百万円) 営業利益(百万円) 

前連結会計年度 当連結会計年度 増減率(％) 前連結会計年度 当連結会計年度 増減率(％) 

2,012 4,621 129.6 △15 20 ─ 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格により算出したものであります。 

２ セグメントをまたがる取引のための生産実績は、各セグメントに含めて表示しております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ セグメントをまたがる販売実績は、各セグメントに含めて表示しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

ニッケル事業 71,907 13.4 

その他の事業 4,565 132.6 

合計 76,472 17.0 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

ニッケル事業 64,993 12.5 

その他の事業 4,621 129.6 

合計 69,615 16.5 

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度 

金額
(百万円) 

割合(％)
金額
(百万円) 

割合(％) 

三菱商事株式会社 51,076 85.5 55,113 79.2 

双日株式会社 7,534 12.6 5,676 8.2 



３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しにつきましては、原油・その他原材料価格の高騰が懸念されるものの、中国を中心とした経済活動の

伸びが期待され、国内においても設備投資の回復や個人消費の伸び等により景気は回復基調にあるものと思われま

す。 

当社グループの中核をなすニッケル事業については、ステンレス鋼の市場在庫量も適正水準に向かっており販売数

量、価格とも堅調に推移すると思われます。 

その中で当社は、更なる躍進のための基盤作りの期間として３ヶ年の中期経営計画「ＰＡＭＣＯ２０」を策定いた

しました。平成18、19年度の２年間で増産を兼ねた設備更新を行い平成20年度には生産量44,000トン(従来の約10％

増)体制を整えてまいります。これにより、収益力の安定・強化を図ってまいります。 

さらに、当社グループは、企業の継続的な成長・発展と長期的な企業価値の増大を図るため、コーポレートガバナ

ンスの充実とコンプライアンスの強化を重要な経営課題と認識し、鋭意取り組んでまいります。 

また、当社グループは、廃棄物リサイクル事業を通じて地球環境の保全に積極的に取り組んでおります。 

株主の皆様におかれましては、なお一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループの経営成績等に影響を及ぼす可能性のあるリスクとしては、当社事業の大部分を占めるフェロニッケ

ル製品(平成17年度連結売上高の約92％)に限定され、以下のものがあります。 

なお、将来に関する事項については、有価証券報告書提出日現在（平成18年６月29日）において当社グループが判

断したものであります。 

(1) 収益に影響する要因 

① 販売価格に影響する要素 

当社グループ事業の売上高の大部分をフェロニッケル製品の売上高が占めており、当製品価格の動向が当社グ

ループ収益に大きな影響を及ぼしますが、当製品価格へ影響する主な要素としてＬＭＥニッケル価格と外国為替

相場があります。 

② 各要素と販売価格との関係 

ＬＭＥニッケル価格との関係では、当該価格が上昇すれば、フェロニッケル製品価格は上昇し、逆の場合は当

製品価格が下降する関係にあります。 

外国為替相場との関係では、ＵＳドルと円との相場に関係しており、円安に進めば当製品価格は上昇し、逆の

場合は当製品価格が下降する関係にあります。 

どの要素も、当製品の国内外向けを問わず、当製品価格に影響いたします。 

③ 変動リスクへの対応 

当社は、一定期間の収益の安定、収益を確保すべく変動リスク対応策を実施しております。ＬＭＥニッケル価

格の変動リスクに対しては、販売数量の一部について、当リスクヘッジを考慮に入れた売買契約を締結し、加え

て価格スワップ取引を導入しております。 

外国為替相場の変動リスクについては、販売金額の一部について、為替変動リスクヘッジを実施しておりま

す。 

当社のリスクヘッジとしてのデリバティブ取引等は実需の範囲以内となっております。 

当社は、収益の安定と確保のため、両要素の変動に最大限の注力を払っておりますが、市場の急激な大幅変動

により、予想収益を確保出来ない可能性もあります。 

(2) 資材調達に関する事項 

 原料の調達先の確保 

主原料のニッケル鉱石につきましては、現在、インドネシア、フィリピン及びニューカレドニアの３地域より



輸入しておりますが、当社は安定調達を目的として、各調達先鉱山会社とは長期購入契約の締結、インドネシ

ア及びフィリピンの鉱山会社には資本参加並びに各社に対して鉱山開発及び探鉱開発等に係るアドバイスまた随

時技術援助等を行っております。 

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(提出会社) 

ニッケル鉱石長期購入に関する契約 

  

  

相手先 契約期間 

RIO TUBA NICKEL MINING CO., LTD.(フィリピン) 平成16年１月～平成19年12月(４年間) 

TAGANITO MINING CO., LTD.(フィリピン) 平成13年１月～平成22年12月(10年間) 

PT ANTAM Tbk(インドネシア) 平成16年６月～平成21年５月(５年間) 



６ 【研究開発活動】 

当連結会計年度における研究開発活動は、当社の技術開発室を中心に、低品位ニッケル鉱石の利用方法、フェロ

ニッケル製造のコスト削減及び廃棄物リサイクルに関する技術開発を推進いたしました。 

(1) ニッケル事業 

① 低品位ニッケル鉱石を対象とする新規な湿式製錬法の確立 

当該製錬方法の確立については、将来のフェロニッケル原料確保の一環として行っております。当連結会計年

度は、常圧浸出法の製錬技術確立のため、インドネシア産のニッケル鉱石を対象とし、連続浸出小規模設備での

連続浸出試験を実施いたしました。 

この結果、机上試験と同様な品質の粗水酸化ニッケルを回収することができました。また、当小規模設備での

安定した連続操業技術を取得することができました。 

今後は、実プラントに必要な基礎データ及び操業ノウハウ等を取得するため、当小規模設備を用いた連続浸出

試験を継続する予定であります。 

  

② フェロニッケルスラグの用途開発  

当社では道路用スラグ(路盤材)の製造販売の促進を図るため、日本鉱業協会で組織されたＪＩＳ制定委員会に

積極的に参加し、ＪＩＳ化の基礎調査及び当社構内及び公道における実路試験を実施いたしました。現在までの

調査ではＪＩＳ化に対する問題はなく、今後も道路用スラグのＪＩＳ取得のために試験を継続していく予定であ

ります。また、スラグの用途開発の一環として、風砕滓と溶融スラグを混合使用したコンクリートの耐久性試験

も実施し、コンクリート骨材としての性能確認試験も実施中であります。 

  

③ スラグ熱回収試験 

生産コスト低減を目的としたフェロニッケルスラグからの熱回収のために、中規模熱交換器を用いた実用化試

験を実施し、実機基本設計に向けた有効なデータを取得しております。また、当熱交換器の耐久試験等を実施し

て実機基本設計のデータも取得しております。来年度は、これまでのデータを基に実機サイズの熱交換器を１基

製作・設置し、熱交換性能の最終確認と内壁の耐久性を上げるための試験及び操業の安定性に関する試験を実施

予定であります。 

  

(2) その他の事業 

 パラエコシステムを使用した研究開発 

溶融スラグを漁礁用人工岩石として利用するために青森県水産総合研究センターで浸漬試験を実施いたしまし

たが、今後とも配置等を換えて浸漬試験を継続する予定であります。 

パラエコシステムから発生するスラグのコンクリート用細骨材への使用を推進するため、このコンクリート製

品の安全性と品質について確認試験を実施いたしました。この結果、青森県リサイクル製品認定制度でのコンク

リート製品品質をクリアしていることが確認されました。 

  

なお、当連結会計年度に支出した研究開発費の総額は233百万円であります。 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

  

(1) 経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の収益は、販売については売上の大部分がフェロニッケル製品であり、当該製品

の価格形成の根拠となるＬＭＥニッケル価格の上昇及びドル為替相場の計画水準値以上の円安で推移したために販

売価格が上昇したことにより、計画値以上となりました。 

なお、販売価格はＬＭＥニッケル相場及び為替相場により多大な影響を受けますが、売上の一部についてＬＭＥ

ニッケル相場及び為替相場のリスクヘッジを行なっており、計画された収益を確保するべく努力しております。 

特別損益に関しては、設備更新等に係る解体・撤去を行なっており、それに伴う除却損及び解体撤去費が発生し

ております。 

  

(2) 財務政策 

当社は、取引金融機関との間で、契約期間４年間（平成17年３月～平成21年３月）のシンジケート方式による長

期コミットメントライン契約を締結いたしております。これにより、短期資金効率の向上、利子負担の削減及び財

務構造の安定化を実現し、今後も健全な財務状態を維持できると考えております。 

運転資金及び設備投資資金に関しては、キャッシュ・フローから生み出される資金の枠内としております。 

また、その他の連結子会社については、財務体質に問題は見当たらず、キャッシュ・フローから生み出される資

金により借入約定通りの返済をしております。 



(3) キャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローについては、前連結会計年度に比べ7,335百万円の増収となりました。これは

主に、ＬＭＥニッケル価格の上昇等により、税金等調整前当期純利益が前連結会計年度と比べ5,648百万円増加した

こと及び運転資金が減少したことによるものであります。 

  

投資活動によるキャッシュ・フローについては、前連結会計年度と比べ2,635百万円の支出増となっております。

これは、生産設備維持更新等及びその他投資を実施したことによります。 

  

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と比べ515百万円の支出減となっております。これは主

に、約定返済額は2,872百万円減少したものの、配当金の支出額が2,346百万円増加したことによります。 

なお、資金調達に関しては、当社において契約期間４年間（平成17年３月～平成21年３月）のシンジケート方式

による長期コミットメントライン契約を締結しておりますが、当連結会計年度に全額返済し、残高はゼロとなって

おります。 

  

これらの活動による、当社グループの経営及び財務の更なる健全化を進めたこと等により、現金及び現金同等物

の当連結会計年度末の残高は前連結会計年度末に比べ9,100百万円の増加となりました。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社及び連結子会社の設備投資は、ニッケル事業についてはフェロニッケル生産設備を中心に2,022百万円、その他

の事業については廃棄物リサイクル事業を中心に1,604百万円の投資を実施し、総投資額は3,627百万円となりまし

た。 

  

(注) 設備の状況の各項目の金額には消費税等を含んでおりません。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

当社及び連結子会社における主要な設備は以下のとおりであります。 

提出会社 

  

  

国内子会社 

  

(注) １ 帳簿価額は、建設仮勘定を除く有形固定資産であります。 

２ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品の合計であります。 

３ ［ ］は外数で当社の土地、建物を賃借しております。 

４ 従業員数は、就業人員数で表示しております。 

  

事業所名 
(所在地) 

セグメント
の名称 設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

八戸本社 
(青森県八戸市) ニッケル フェロニッケル

製造関連設備 4,959 5,354
8,243
(582)

93 18,650 321

  その他 廃棄物リサイクル
設備 202 293

42
(3)

2 540 12

会社名 事業所名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

㈱大平洋 
エネルギーセンター 

本社 
(青森県八戸市) その他 発電設備

[30]
399 1,553

[484]
(20)

3 1,955 15



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

 (1) 重要な設備の新設等 

  

当連結会計年度末における重要な設備の更新等の計画は以下のとおりであります。 

  

  

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  

  

会社名 所在地 セグメント 
の名称 設備の内容 

投資予定金額(百万円) 
資金
調達方法

着手及び 
完了予定 増加 

能力 
予算金額 既支払額 着手 完了 

大平洋金属㈱
八戸本社 

青森県 
八戸市 ニッケル 

キルン、電気炉

関連設備 
7,805 ― 自己資金

平成
18.4 

平成
19.3 

生産 
能力 
４％増 

      
自家発電関連設

備 
787 ― 自己資金

平成
18.4 

平成
19.3 

変動 
なし 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部変更が行われ、会社が発行する株式の総数は同日より236,000,000

株増加し、500,000,000株となっております。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 欠損金への填補のための減少です。 

２ 欠損金へ填補するための無償減資（払い戻しを行わない資本の減少）による減少です。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 264,000,000 

計 264,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 195,770,713 195,770,713
東京、大阪、
名古屋証券取引所 
の市場第一部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式であり
ます。 

計 195,770,713 195,770,713 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成16年６月29日 
(注)１ 

─ 195,770 ― 24,824 △15,451 3,481

平成16年８月１日 
(注)２ 

― 195,770 △10,902 13,922 ― 3,481



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式258,126株は「個人その他」に258単元及び「単元未満株式の状況」に126株含めて記載してあります。なお、株
主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株含まれております。 

２ 上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が41単元含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 55 69 200 116 4 14,856 15,300 ―

所有株式数 
(単元) 

― 41,570 8,869 60,432 37,258 27 46,390 194,546 1,224,713

所有株式数 
の割合(％) 

― 21.37 4.56 31.06 19.15 0.01 23.85 100 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

新日鐵住金ステンレス株式会社 東京都中央区日本橋本石町三丁目２番２号 20,493 10.46 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目６番３号 15,955 8.15 

日新製鋼株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目４番１号 14,952 7.63 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 13,887 7.09

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 11,165 5.70

バンク  オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー アイエスジ
ー 
常任代理人 ㈱三菱東京ＵＦＪ
銀行カストディ業務部 

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ ＣＯＵＲＴ １
３３ ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤ
ＯＮ ＥＣ４Ａ ２ＢＢ，ＵＮＩＴＥＤ Ｋ
ＩＮＧＤＯＭ 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号） 

4,213 2.15

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 3,165 1.61 

学校法人金子教育団 東京都新宿区高田馬場四丁目23番20号 2,980 1.52 

メロン バンク 
常任代理人 香港上海銀行東京
支店 カストディ業務部 

ＯＮＥ ＢＯＳＴＯＮ ＰＬＡＣＥ ＢＯＳ
ＴＯＮ，ＭＡ ０２１０８ 
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号） 

2,963 1.51 

資産管理サービス信託銀行株式
会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番12号 2,798 1.42

計 ― 92,573 47.28 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式41,000株(議決権数41個)が含まれておりま

す。また、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権数１個)含まれて

おります。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式126株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

(注) このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権数１個)あります。 

なお、当該株式数は上記① 発行済株式の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

257,000 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

194,289,000 
194,289 同上 

単元未満株式 
普通株式 

1,224,713 
― 同上 

発行済株式総数 195,770,713 ― ― 

総株主の議決権 ― 194,289 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
大平洋金属株式会社 

東京都千代田区大手町 
一丁目６番１号 

257,000 ― 257,000 0.13

計 ― 257,000 ― 257,000 0.13 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

利益配当金につきましては、配当性向ならびに企業価値向上のための財務体質強化、設備投資資金および先行きの

事業見通しなどを総合的に勘案することを基本とし、配当を実施いたしております。 

当期の期末配当につきましては、１株７円(中間配当４円を含め年間配当は、１株につき11円)とさせていただきま

した。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年11月１日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第76期 第77期 第78期 第79期 第80期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 235 168 722 590 756 

最低(円) 25 43 126 346 431 

月別 
平成17年 
10月 

11月 12月
平成18年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 566 556 648 695 756 691 

最低(円) 478 494 531 536 609 622 



５ 【役員の状況】 
  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役社長 代表取締役 村 井 浩 介 昭和12年３月12日生

昭和35年４月

昭和61年４月 
平成２年６月 
平成６年４月 
平成10年12月 
平成11年７月 
平成12年６月 
平成15年６月 

当社入社

当社八戸製造所第一製造部長 
当社取締役 
当社八戸製造所副所長 
当社八戸製造所長 
当社製造本部長 
当社専務取締役 
当社取締役社長(現職) 

23

取締役副社長   石 坂   勉 昭和13年９月10日生

昭和36年４月

昭和61年12月 
平成元年12月 
平成４年６月 
平成11年１月 
平成11年７月 
平成14年６月 
平成16年６月 
平成18年６月 

当社入社

当社営業二部副部長 
当社営業二部長 
当社取締役 
当社営業一部長 
当社業務部長 
当社常務取締役 
当社専務取締役 
当社取締役副社長(現職) 

46

専務取締役   桑 原 照 雄 昭和18年８月14日生

昭和42年４月

平成２年４月 
平成４年４月 
平成８年４月 
平成11年３月 
平成11年10月 
平成13年６月 
平成13年６月 
平成16年６月 

北海道東北開発公庫入庫

同公庫北海道支店次長 
同公庫総務部次長 
同公庫総務部長 
同公庫理事 
日本政策投資銀行理事 
同行顧問 
当社常務取締役 
当社専務取締役(現職) 

8

常務取締役 経理部長 髙 木 正 弘 昭和17年８月17日生

昭和40年４月

昭和63年12月 
平成３年12月 
平成６年７月 
平成12年６月 
平成17年６月 

当社入社

当社経理部次長 
当社経理部副部長 
当社経理部長(現職) 
当社取締役 
当社常務取締役(現職) 

7

常務取締役 製造本部長 東   洋 幸 昭和19年４月６日生

昭和43年４月

平成７年12月 
平成10年１月 
平成11年７月 
平成12年６月 
平成17年６月 

当社入社

当社八戸製造所第二製造部長 
当社八戸製造所第三製造部長兼務 
当社工務部長 
当社取締役製造本部長 
当社常務取締役製造本部長(現職) 

11

取締役 総務部長 庭 山 隆 夫 昭和22年１月25日生

昭和46年４月

平成５年12月 
平成８年12月 
平成11年７月 
平成14年６月 

当社入社

当社資材部次長 
当社八戸製造所事務部長 
当社総務部長(現職) 
当社取締役(現職) 

12

取締役 鉱石部長 仙 石 立 衛 昭和23年12月5日生

昭和47年４月 

平成８年12月 

平成11年７月 

平成13年４月 

平成14年６月 

平成18年６月 

当社入社 

当社資材部次長 

当社鉱石部次長 

当社鉱石部長代理 

当社鉱石部長(現職) 

当社取締役(現職) 

25

取締役 
製造本部 
製造部長 

武 田 正 仁 昭和23年8月20日生

昭和47年４月 

平成６年12月 

平成９年12月 

平成10年12月 

平成11年７月 

平成18年６月 

当社入社 

当社八戸製造所第一製造部次長 

当社八戸製造所第一製造部長代理 

当社八戸製造所第一製造部長 

当社製造本部製造部長(現職) 

当社取締役(現職) 

13

取締役 
製造本部 
工務部長 

佐々木  朗 昭和24年10月8日生

昭和47年４月 

平成９年12月 

平成11年７月 

平成13年４月 

平成18年６月 

当社入社 

当社八戸製造所第一製造部次長 

当社製造本部製造部次長 

当社製造本部工務部長（現職） 

当社取締役(現職) 

1



  

  
(注) １ 取締役上原敢二郎氏は、会社法第２条第15号の社外取締役であります。 

２ 監査役大石雄吾、依田健三及び有光逸郎の三氏は、会社法第２条第16号の社外監査役であります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役   上 原 敢二郎 昭和16年７月15日生

昭和39年４月

平成３年12月 
平成７年２月 
平成11年４月 
平成12年１月 
平成13年４月 

  
平成13年７月 
平成15年６月 
平成16年７月 

三菱商事株式会社入社

同社石炭部長 
同社鉄鋼原料本部長兼石炭部長 
同社金属資源本部長 
当社顧問 
三菱商事株式会社金属グループ

CEO補佐 
同社理事・金属グループCEO補佐 
当社取締役(現職) 
三菱商事株式会社顧問 

─

常任監査役 
(常勤)   達 中 輝 一 昭和19年６月26日生

昭和38年４月 

平成２年12月 

  

平成７年12月 

  

平成11年７月 

平成15年４月 

平成15年６月 

平成17年６月 

当社入社 

当社経営企画室企画課長兼関連事

業課長 

当社八戸製造所事務部次長兼経理

課長 

当社経理部次長兼財務・企画課長 

当社経理部専任部長 

当社監査役 

当社常任監査役(現職) 

22

監査役   大 石 雄 吾 昭和10年２月５日生

昭和33年４月 

昭和54年６月 

昭和57年６月 

昭和59年１月 

昭和61年５月 

昭和63年４月 

平成６年６月 

平成10年６月 

平成17年６月 

株式会社協和銀行入行 

同行上大岡支店支店長 

同行目白支店支店長 

同行西陣支店支店長 

同行企業調査部副部長 

協和中小企業投資株式会社監査役 

当社監査役 

当社常任監査役 

当社監査役(現職) 

22

監査役   依 田 健 三 昭和15年５月23日生

昭和39年４月 

昭和56年12月 

  

昭和62年10月 

  

平成10年４月 

平成11年４月 

平成15年６月 

三菱商事株式会社入社 

同社ニッケル重金属部マンガンノ

ジュールチームリーダー 

同社金属事業開発部企画開発チー

ムリーダー 

同社金属資源企画開発部長代理 

同社金属総括部部長代理 

当社監査役(現職) 

─

監査役   有 光 逸 郎 昭和17年１月14日生

昭和39年４月 

昭和61年５月 

平成２年３月 

  

平成３年６月 

  

平成４年４月 

  

平成４年５月 

平成12年１月 

平成16年６月 

株式会社日本興業銀行入行 

同行広島支店次長 

日本原燃産業株式会社総括推進部

部長代理 

株式会社日本興業銀行計量システ

ム開発部部長 

社団法人日本経済調査協議会常任

参与 

同法人常務理事・事務局長 

阪神清和土地株式会社取締役社長 

当社監査役(現職) 

─

計 190 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方 

当社は取締役・監査役制度を中心にコーポレート・ガバナンスの充実を図り、公正で透明性のある経営機構を構築

することを基本的な考えとしております。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

(取締役会) 

取締役会は、経営環境の変化に迅速かつ適切に対応するため、取締役間で随時打合せを行い、迅速な対応、効

率的な業務の執行を期しており、毎月の取締役会において取締役間の業務の執行監視を行っております。 

(経営計画委員会) 

経営計画委員会は、取締役及び所管部長・室長により構成し、会社の業務運営方針及び経営計画(原案)を策定

し、取締役会に提案いたします。 

(監査役会) 

当社は監査役制度を採用しており、監査役会を構成する監査役４名のうち３名が社外監査役であります。取締

役の公正な業務執行を期するために非常勤を含めた監査役全員が全ての取締役会に出席しております。 

② 会社の機関・内部統制の図表 

  



③ 内部統制システムの整備の状況 

(イ)取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理の体制 

・取締役の職務執行に関する報告は、文書および電子的媒体により行っております。 

・職務の執行に係る情報の保存、管理は法令・社内規定により行っております。 

(ロ)損失の危機の管理に関する規定その他の体制 

・経営管理上のリスクについては取締役会において検討し、その対応策を策定しております。 

・日常業務におけるリスクに対しては、管理規定、業務執行におけるマニュアル等を作成し対応しておりま

す。 

・大規模な事故、災害、不祥事等に対処するために、「危機管理委員会」を設置いたします。 

(ハ)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・業務運営では、取締役および所管部長・室長をメンバーとする経営計画委員会が運営方針および経営計画を

立案し、取締役会において同方針、計画を審議、決定、これを組織的、計画的に業務執行しております。 

 また、その業務執行状況は担当取締役が取締役会へ定期的に報告し、取締役会が確認をしております。 

・業務執行の効率性を計るため各種規定の整備を行っております。 

・社外取締役は全ての取締役会に出席しております。 

(ニ)取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

・「経営理念」、「企業行動指針」、「役員倫理規定」、「従業員倫理規定」等を取締役会にて制定いたしま

す。 

・取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制として、「内部統制委

員会」を設置しコンプライアンス体制を整備いたします。 

・社外取締役は全ての取締役会に出席する体制を整えております。 

・取締役会直属の「監査室」を設置し、監査役との連携のもと、組織・制度監査、業務監査、会計監査を行い

ます。 

・公益通報体制を実施しております。 

(ホ)当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

・連結子会社に内部統制・危機管理担当者を置き、その担当者は、必要に応じて当社の「内部統制委員会」

「危機管理委員会」に出席し、当社の指導の下業務の適正を確保する体制を整えます。 

・「監査室」は連結子会社における業務の適正を確保するために監査を行います。 

・連結子会社の経営状態を担当取締役が定期的に取締役会に報告しております。 

・公益通報体制を実施しております。 

(ヘ)監査役の職務を補助すべき使用人の体制 

・監査役の職務を補助すべき使用人はいませんが、当面は「監査室」との連携を保ちながら監査を行い、取締

役会と監査役会が必要に応じ、意見交換を行います。 



(ト)監査役への報告体制およびその他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

・取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときは、法令に従い、直ちに

監査役に報告することになっております。 

・取締役会は、監査役の重要な会議への出席、重要な書類の閲覧および会社の業務ならびに財産の状況を調査

ができる体制をとっております。 

・取締役の公正な業務執行を期するために非常勤を含めた監査役４名(うち３名は社外監査役)が全ての取締役

会に出席する体制を整えております。 

④ 会計監査の状況 

会計監査人には中央青山監査法人を選任しており、同法人が随時情報提供と適時確認を行っております。会計

監査業務を執行した公認会計士は森井通世氏、山脇市郎氏の２名で、会計監査業務に係る補助者は同法人に所属

する公認会計士７名、会計士補６名及びその他１名であります。 

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

社外取締役は１名で当社取引先・大株主会社の出身であります。また、社外監査役は３名でそのうち２名は当

社取引先銀行、１名は取引先・大株主会社の出身であります。 

なお、社外取締役及び社外監査役個人が直接、当社と利害関係を有するものではありません。 

  

(2) 役員報酬の内容 

① 役員に対する報酬等の額 

  

  

② 役員退職慰労金制度の廃止 

取締役及び監査役の報酬体系を見直し、平成18年６月の定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を

廃止いたしました。なお、重任する取締役及び在任中の監査役に対する、それぞれの就任時から平成18年６月定

時株主総会終結時までの在任期間に対する退職慰労金の支給については、それぞれ退任時といたします。 

  

(3) 監査報酬の内容 

会計監査人に対する報酬等の額 

  

区分 
取締役 監査役 合計 

支給額(百万円) 支給額(百万円) 支給額(百万円) 

社内 164 14 179 

社外 ― 20 20 

合計 164 35 200 

区分 支給額(百万円) 

1. 当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき報酬等
の合計額 

35 

2. 上記1.の合計額のうち、公認会計士法第２条第１項の業務
(監査証明業務)の対価として当社および当社の子会社が会
計監査人に支払うべき報酬等の合計額 

35 

3. 上記2.の合計額のうち、当社が会計監査人に支払うべき会
計監査人としての報酬等の額 

35 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただ

し書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書

きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)の

連結財務諸表及び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)の財務諸表並びに当連結会計年度(平成17

年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)

の財務諸表について、中央青山監査法人の監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)               

Ⅰ 流動資産               

 １ 現金及び預金     8,571     17,671   

 ２ 受取手形及び売掛金 ※３   5,371     3,361   

 ３ たな卸資産     8,439     10,376   

 ４ 繰延税金資産     1,580     501   

 ５ その他     412     520   

   貸倒引当金     △12     △0   

  流動資産合計     24,363 43.9   32,430 47.1 

Ⅱ 固定資産               

 １ 有形固定資産 ※３             

  (1) 建物及び構築物 ※４ 17,250     16,728     

    減価償却累計額   10,632 6,618   10,328 6,400   

  (2) 機械装置及び運搬具 ※４ 42,477     42,228     

    減価償却累計額   34,153 8,324   34,461 7,766   

  (3) 土地 ※２   11,775     11,251   

  (4) 建設仮勘定     366     2,808   

  (5) その他   612     592     

    減価償却累計額   449 162   419 172   

   有形固定資産合計     27,248     28,399   

 ２ 無形固定資産               

  (1) 連結調整勘定     196     171   

  (2) その他     18     12   

   無形固定資産合計     214     184   

 ３ 投資その他の資産               

  (1) 投資有価証券 ※１   2,403     3,983   

  (2) 長期貸付金     842     821   

  (3) 長期前払費用     975     894   

  (4) 破産債権、再生債権、 
    更生債権その他 
    これらに準ずる債権 

 22 23  

  (5) 繰延税金資産  ─ 768  
  (6) 長期性預金  ─ 2,000  

  (7) その他 ※１   354     151   

    貸倒引当金     △881     △808   

   投資その他の資産合計     3,717     7,833   

  固定資産合計     31,179 56.1   36,418 52.9 

  資産合計     55,542 100.0   68,848 100.0 
       



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     1,143     1,617   

２ 短期借入金 ※３   6,449     1,923   

３ 未払法人税等     1,623     6,481   

４ 未払費用     1,212     1,262   

５ 賞与引当金     423     429   

６ その他     1,188     1,631   

流動負債合計     12,041 21.7   13,346 19.4 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金 ※３   7,237     5,199   

２ 退職給付引当金     765     769   

３ 役員退職慰労引当金     123     175   

４ 再評価に係る繰延税金 
  負債 

 900 1,852  

５ その他     239     60   

固定負債合計     9,267 16.7   8,058 11.7 

負債合計     21,308 38.4   21,404 31.1 

(少数株主持分)               

少数株主持分     51 0.1   53 0.1 

(資本の部)               

Ⅰ 資本金     13,922 25.0   13,922 20.2 

Ⅱ 資本剰余金     3,481 6.3   3,482 5.0 

Ⅲ 利益剰余金     15,596 28.1   29,073 42.2 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※２   1,326 2.4   492 0.7 

Ⅴ その他有価証券評価差額金     236 0.4   662 1.0 

Ⅵ 為替換算調整勘定     △327 △0.6   △156 △0.2 

Ⅶ 自己株式     △52 △0.1   △87 △0.1 

資本合計     34,182 61.5   47,389 68.8 

負債、少数株主持分及び 
資本合計 

 55,542 100.0 68,848 100.0

        



② 【連結損益計算書】 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     59,672 100.0   69,611 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２   38,225 64.1   42,738 61.4 

   売上総利益     21,447 35.9   26,872 38.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１             

 １ 販売費   1,983     1,978     

 ２ 一般管理費   1,152 3,135 5.2 1,326 3,304 4.7 

   営業利益     18,311 30.7   23,567 33.9 

Ⅳ 営業外収益               

 １ 受取利息   27     30     

 ２ 受取配当金   15     18     

 ３ 不動産賃貸料   119     117     

 ４ 持分法による投資利益   392     959     

 ５ その他   172 728 1.2 137 1,263 1.8 

Ⅴ 営業外費用               

 １ 支払利息   465     195     

 ２ シンジケートローン組成
費用 

※６ 75 ─     

 ３ 為替ヘッジ差額   ─     325     

 ４ その他   316 857 1.4 282 803 1.2 

   経常利益     18,182 30.5   24,027 34.5 

Ⅵ 特別利益               

 １ 前期損益修正益   1     ─     

 ２ 固定資産売却益 ※３ 116     50     

 ３ 貸倒引当金戻入益   ―     24     

 ４ 投資有価証券売却益   13     265     

 ５ 設備解体撤去屑売却益   ─     126     

 ６ 消費税過誤納更正還付金   ─     182     

 ７ その他   5 137 0.2 ─ 649 0.9 

Ⅶ 特別損失               

 １ 固定資産売却損 ※４ 17     36     

 ２ 固定資産除却損 ※５ 208     121     

 ３ 投資有価証券評価損   46     ─     

 ４ 貸倒引当金繰入額   96     ─     

 ５ 販売用不動産 

   土壌改良費用 
  ─     242     

 ６ 設備更新等による 

   解体撤去費 
  ─     862     

 ７ 減損損失 ※７ ─     157     

 ８ その他   177 545 0.9 14 1,434 2.0 

   税金等調整前当期純利益     17,774 29.8   23,243 33.4 

   法人税、住民税及び 
   事業税 

1,530 7,220     

   法人税等調整額   781 2,311 3.9 63 7,284 10.5 

   少数株主利益     0 0.0   2 0.0 

   当期純利益     15,461 25.9   15,956 22.9 

          



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     18,932   3,481 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

   自己株式処分差益   ─ ─ 1 1 

Ⅲ 資本剰余金減少高           

   欠損填補のための利益 
   剰余金への振替額 

15,541 15,541 ─ ─

Ⅳ 資本剰余金期末残高     3,481   3,482 

            

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △26,290   15,596 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

 １ 当期純利益   15,461   15,956   

 ２ 資本減少による 
   繰越欠損填補高 

10,902 ─  

 ３ 欠損填補のための資本 
   剰余金からの振替額 

15,451 ─  

 ４ 土地再評価差額金取崩高   71 41,887 ─ 15,956 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

 １ 配当金   ─   2,346   

 ２ 役員賞与   ─   42   

 ３ 連結子会社清算による 
   剰余金減少高 

0 0  

 ４ 土地再評価差額金取崩高 ─ 0 90 2,479

Ⅳ 利益剰余金期末残高     15,596   29,073 

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

１ 税金等調整前当期純利益   17,774 23,243 

２ 減価償却費等   1,966 1,809 

３ 減損損失   ─ 157 

４ 連結調整勘定償却額   24 24 

５ 貸倒引当金の増加額（△減少額）   57 △84 

６ 受取利息及び受取配当金   △43 △48 

７ 持分法投資利益   △392 △959 

８ 支払利息   465 195 

９ 有形固定資産売却益   △116 △50 

10 有形固定資産売却損   13 36 

11 有形固定資産除却損   208 121 

12 投資有価証券売却益   ─ △265 

13 投資有価証券評価損   46 ─ 

14 売上債権の減少額   861 2,010 

15 たな卸資産の増加額   △3,874 △1,788 

16 仕入債務の増加額(△減少額)   △2,187 473 

17 退職給付引当金の増加額（△減少額）   △36 4 

18 役員賞与の支払額   ─ △42 

19 その他   416 △193 

小計   15,185 24,642 

20 利息及び配当金の受取額   180 193 

21 利息の支払額   △469 △198 

22 法人税等の支払額   △80 △2,486 

営業活動によるキャッシュ・フロー   14,815 22,150 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

１ 投資有価証券の売却による収入   ─ 433 

２ 有形固定資産の取得による支出   △1,902 △2,785 

３ 有形固定資産の売却による収入   308 213 

４ 無形固定資産の取得による支出   ─ △2 

５ 定期預金の預入による支出   ─ △2,000 

６ 有価証券の取得による支出   ─ △500 

７ 有価証券の売却による収入   ─ 500 

８ 貸付金の回収による収入   74 22 

９ その他   47 11 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,471 △4,106 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

１ 短期借入金の純減少額   △4,500 △4,500 

２ 長期借入金の返済による支出   △4,935 △2,063 

３ 配当金の支払額   ─ △2,346 

４ その他（△支出）   △23 △33 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △9,459 △8,943 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額)   3,884 9,100 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   4,686 8,571 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   8,571 17,671 

     



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 ４社 

   主要な連結子会社の名称 

   「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記

載しているため省略しております。 

   なお、前連結会計年度において連結子会社であり

ました新潟ステンレス㈱は、当連結会計年度に清算

したため、損益計算書のみ連結しております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数 ３社 

   主要な連結子会社の名称 

   「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記

載しているため省略しております。 

   なお、前連結会計年度において連結子会社であり

ました城東金属加工㈱は、当連結会計年度に清算し

たため、損益計算書のみ連結しております。 

 (2) 主要な非連結子会社の名称 

   ㈲田代ファーム 

   連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社３社は、いずれも小規模会社であ

り、合計の総資産、売上高、当期純利益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためであります。 

 (2) 主要な非連結子会社の名称 

   ㈲田代ファーム 

   連結の範囲から除いた理由 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した関連会社の数 ３社 

   ㈱パシフィックソーワ、リオ・チュバ・ニッケル

鉱山㈱、タガニート鉱山㈱ 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した関連会社の数 ３社 

   ㈱パシフィックソーワ、リオ・チュバ・ニッケル

鉱山㈱、タガニート鉱山㈱ 

 (2) 持分法を適用しない非連結子会社のうち主要な会

社の名称 

   ㈲田代ファーム 

   持分法を適用しない理由 

持分法を適用しない非連結子会社は、それぞれ当

期純利益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分法の適用範囲から

除外しております。 

 (2) 持分法を適用しない非連結子会社のうち主要な会

社の名称 

   ㈲田代ファーム 

   持分法を適用しない理由 

同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 持分法の適用の手続について特に記載する必要が

あると認められる事項 

   持分法適用会社３社の決算日は、12月31日であり

連結決算日と異なっておりますが、各社の事業年度

に係る財務諸表を使用しております。 

  

 (3) 持分法の適用の手続について特に記載する必要が

あると認められる事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社のうち城東金属加工㈱の決算日は９月30

日であり、連結決算日と異なっておりますが、連結財

務諸表作成には、連結決算日現在で実施した仮決算に

基づく財務諸表を使用しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

  連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しており

ます。 

  

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

    その他有価証券 

    ａ時価のあるもの 

     期末日の市場価格に基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)を採用しておりま

す。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券の評価基準及び評価方法 

    その他有価証券 

    ａ時価のあるもの 

     同左 

    ｂ時価のないもの 

     移動平均法による原価法を採用しておりま

す。 

    ｂ時価のないもの 

     同左 

  ② デリバティブ取引により生じる正味の債権及び

債務の評価基準及び評価方法 

    時価法を採用しております。 

  ② デリバティブ取引により生じる正味の債権及び

債務の評価基準及び評価方法 

    同左 

  ③ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    商品に含まれる販売用不動産及び仕掛品に含ま

れる半成工事については、個別法による原価法、

その他の商品、製品、半製品、原材料、仕掛品及

び貯蔵品については、移動平均法による原価法に

よっております。 

  ③ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

    定額法を採用しております。 

    なお、耐用年数及び残存価額については、おも

に法人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

    同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ② 無形固定資産 

    定額法を採用しております。 

    なお、耐用年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

  ② 無形固定資産 

    同左 

  ③ 長期前払費用 

    均等償却をしております。 

    なお、償却年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

  ③ 長期前払費用 

    同左 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

   開業費 

   商法施行規則の規定に基づき、開業の後５年間の

均等償却を行なっております。 

  

 (4) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率法、貸倒懸念債権等特定

の債権については財務内容評価法により回収不能

見込額を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

    同左 

  ② 賞与引当金 

    従業員に対する賞与の支給に備えるため、翌期

の支給見込額のうち当期に帰属する部分の金額を

見積り計上しております。 

  ② 賞与引当金 

    同左 

  ③ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付の支給に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年金資産に

基づき、当連結会計年度末において発生している

と認められる額を計上しております。 

    なお、会計基準変更時差異は、15年による按分

額を費用処理しております。 

    また、数理計算上の差異は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10年)によ

る定額法により翌連結会計年度から費用処理する

方法を採用しております。 

  ③ 退職給付引当金 

    同左 

  ④ 役員退職慰労引当金 

    役員退職慰労金の支給に備えるため、当社にお

いて、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

    同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

   同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (6)重要なヘッジ会計の方法 
  ① ヘッジ会計の方法 
    繰延ヘッジ処理によっております。 

(5)重要なヘッジ会計の方法
  ① ヘッジ会計の方法 
    同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
    当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ

手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

  ヘッジ手段…製品価格スワップ取引及び為替予約

取引 

  ヘッジ対象…フェロニッケル販売に係る予定取引 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   同左 

  ③ ヘッジ方針 
    デリバティブ取引に関する社内規定に基づき、

フェロニッケルの価格変動リスク及び為替変動リ
スクを一定の範囲内でヘッジしております。 

    なお、デリバティブ取引はあくまでも実需に裏
付けられた範囲で行なう方針であります。 

 ③ ヘッジ方針
    同左 
  

  ④ ヘッジ有効性の評価方法 
    ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計

とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計
とを比率分析する方法により行っております。 

  

  ④ ヘッジ有効性の評価方法 
    同左 

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。 

  

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    同左 

  

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。 

  

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  連結調整勘定の償却については、10年間の均等償却

を行っております。 

  

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

  同左 

  

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分又は損失

処理について、連結会計年度に確定した利益処分又は

損失処理に基づいて作成しております。 

  

７ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  同左 

  

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  同左 



(会計処理の変更) 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  
  

(追加情報) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

       ─────────── 

  

「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日)が平成17年４月１日以後開始する連

結会計年度に係る連結財務諸表より適用されることに

なったことに伴い、当連結会計年度より同会計基準及

び同適用指針を適用しております。 

これにより税金等調整前当期純利益が157百万円減少

しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除し

ております。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

連結貸借対照表 

 前連結会計年度は区分掲記しておりました「繰延ヘッ

ジ損失」（当連結会計年度末残高94百万円）は、資産の

総額の100分の５以下となったため、当連結会計年度に

おいては流動資産の「その他」に含めて表示することに

いたしました。 

 また、「未払法人税等」は、前連結会計年度まで流動

負債の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連

結会計年度において負債、少数株主持分及び資本の合計

額の100分の１を超えたため、区分掲記いたしました。 

 なお、前連結会計年度末の「未払法人税等」は42百万

円であります。 

連結貸借対照表 

 前連結会計年度まで投資その他の資産の「その他」に

含めておりました「繰延税金資産」は、資産の総額の

100分の１を超えたため、当連結会計年度において区分

掲記いたしました。 

 なお、前連結会計年度末の「繰延税金資産」は130百

万円であります。 

  

連結損益計算書 

 前連結会計年度まで特別損失の「固定資産除却損」に

含めておりました「設備更新等による解体撤去費」は、

表示をより明瞭とするため区分掲記することに変更いた

しました。 

 なお、前連結会計年度の「設備更新等による解体撤去

費」は156百万円であります。 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から、「法人事業

税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取り扱い」(平成16年２月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12号)に従い法人事業税

の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般管

理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が131百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が

同額減少しております。 

       ─────────── 

  



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次の

とおりであります。 

  

投資有価証券(株式) 1,121百万円

その他(出資金) 3 

１※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次の

とおりであります。 

  

投資有価証券(株式) 2,239百万円

その他(出資金) 3 

 ※２ 当社は、土地の再評価に関する法律(平成10年

３月31日公布法律第34号)及び土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律(平成11年３月31

日公布法律第24号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上

しております。 

    再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める

方法により算出 

  

再評価を行った年月日 平成12年３月31日
再評価を行った土地の期末
における時価と再評価後の
帳簿価額との差額 

 
1,104百万円

 ※２ 当社は、土地の再評価に関する法律(平成10年

３月31日公布法律第34号)及び土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律(平成11年３月31

日公布法律第24号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上

しております。 

    再評価の方法 

    土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める

方法により算出 

  

再評価を行った年月日 平成12年３月31日
再評価を行った土地の期末
における時価と再評価後の
帳簿価額との差額 

 
 

1,170百万円

 ※３ このうち下記資産について、短期借入金4,500

百万円[4,500百万円]、長期借入金8,789百万円

[8,559百万円](一年内に返済する長期借入金

1,855百万円を含む[1,625百万円])の担保に供し

ております。 

 ※３ このうち下記資産について、長期借入金6,820

百万円[6,610百万円](一年内に返済する長期借入

金1,835百万円を含む[1,625百万円])の担保に供

しております。 

    上記の[ ]内書きは工場財団抵当に供されてい

る資産の簿価並びに当該債務を表示しておりま

す。 

  

建物及び構築物 5,812 [5,667]百万円

機械装置及び運搬具 7,627 [7,627] 

土地 10,563 [8,286] 

その他 80  [80] 

有形固定資産 計 24,083[21,661] 

受取手形及び売掛金 181   

その他の資産 計 181   

合計 24,265[21,661] 

    上記の[ ]内書きは工場財団抵当に供されてい

る資産の簿価並びに当該債務を表示しておりま

す。 

  

建物及び構築物 5,675 [5,540]百万円

機械装置及び運搬具 7,095 [7,095] 

土地 10,486 [8,286] 

その他 87  [87] 

有形固定資産 計 23,344[21,009] 

受取手形及び売掛金 173   

その他の資産 計 173   

合計 23,518[21,009] 

２   連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に

対し、次のとおり債務保証を行っております。 

大平洋特殊鋳造㈱ 19百万円

    

  

３   当社の発行済株式総数は、普通株式 

   195,770,713株であります。 

  

２   当社の発行済株式総数は、普通株式 

   195,770,713株であります。 

  

４   連結会社が保有する自己株式の総数は、 

   普通株式193,443株であります。 

３   連結会社が保有する自己株式の総数は、 

   普通株式257,126株であります。 



  

  
  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

５※４ 国庫補助金の受け入れにより、取得原価から控

除している圧縮記帳額は以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 33百万円

機械装置及び運搬具 145 

計 179 

４※４ 国庫補助金の受け入れにより、取得原価から控

除している圧縮記帳額は以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 33百万円

機械装置及び運搬具 145 

計 179 

６   当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、

取引金融機関とシンジケート方式による長期コミ

ットメントライン契約（契約期間平成17年３月～

平成21年３月）を締結しております。 

    当連結会計年度における長期コミットメントラ

イン契約に係る借入金未実行残高等は次のとおり

であります。 

コミットメントの総額 9,000百万円

借入実行残高 4,500 

未実行残高 4,500 

５   当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、

取引金融機関とシンジケート方式による長期コミ

ットメントライン契約（契約期間平成17年３月～

平成21年３月）を締結しております。 

    当連結会計年度における長期コミットメントラ

イン契約に係る借入金未実行残高等は次のとおり

であります。 

コミットメントの総額 9,000百万円

借入実行残高 ─ 

未実行残高 9,000 

    



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

   一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

  

運賃諸掛 947百万円

販売手数料 1,035 

従業員給与 232 

退職給付費用 33 

役員退職慰労引当金繰入額 32 

賞与引当金繰入額 62 

賃借料 104 

減価償却費 19 

租税公課 154 

※１ 販売費のうち主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。 

   一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

  

運賃諸掛 988百万円

販売手数料 989 

従業員給与 247 

退職給付費用 26 

役員退職慰労引当金繰入額 51 

賞与引当金繰入額 72 

賃借料 102 

減価償却費 20 

租税公課 166 

※２ 当期製造原価に含まれる研究開発費 

  

  164百万円

※２ 当期製造原価に含まれる研究開発費 

  

  233百万円

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  

土地 116百万円

有形固定資産 その他 0 

計 116 

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  

建物及び構築物 21百万円

機械装置及び運搬具 0 

有形固定資産 その他 0 

土地 27 

計 50 

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

  

土地 13百万円

無形固定資産 その他 3 

計 17 

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

  

機械装置及び運搬具 1百万円

土地 35 

計 36 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 77 

建設仮勘定 126 

有形固定資産 その他 4 

計 208 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  

建物及び構築物 58百万円

機械装置及び運搬具 60 

有形固定資産 その他 2 

計 121 

※６ アレンジャーフィー、エージェントフィー及びパ

ーティシペーションフィーであります。 

  



  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ※７ 減損損失
  当社グループは、以下の資産について減損損失を
計上いたしました。 

  
 当社グループの減損会計適用にあたっての資産グル
ーピングは、事業用資産については個々の事業区分と
し、賃貸資産は事業所内・外区分、遊休資産は各物件
を資産グループとしております。 
 上記の物件については、賃貸資産は賃貸先事業の収
益性が低下し、売却の可能性も低いため、また、遊休
資産は今後の利用計画がないため、当連結会計年度に
おいて賃貸資産及び遊休資産の帳簿価額を回収可能額
まで減額し、当該減少額を減損損失157百万円として特
別損失に計上いたしました。 
 減損損失の内訳は、建物及び構築物40百万円、機械
装置及び運搬具7百万円、有形固定資産その他2百万
円、土地101百万円、無形固定資産その他6百万円であ
ります。 
 なお、回収可能価額は、遊休資産のうち遊休土地につ
いては正味売却価額により測定し、譲渡可能見込額によ
り算定しており、遊休償却資産については、近隣の状況
を加味し売却見込みのないものについて帳簿価格を全額
減額しております。賃貸資産については、使用価値によ
り測定しており、将来キャッシュフローを10％で割り引
いて算定しております。  

用途 種類 場所 
賃貸 建物及び構築物 青森県八戸市 

機械装置及び運搬具   
有形固定資産その他   
土地   

遊休 建物及び構築物 青森県八戸市 
機械装置及び運搬具   
有形固定資産その他   
土地 青森県十和田市 

青森県八戸市 
東京都江東区 
山梨県北杜市 
三重県志摩市 

無形固定資産その他 長野県茅野市 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 8,571百万円

現金及び現金同等物 8,571 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 17,671百万円

現金及び現金同等物 17,671 



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

＜借主側＞ 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

  

取得価額 
相当額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
  

(百万円) 
機械装置 
及び運搬具 

37 27 9

その他 
(工具・器 
具・備品) 

82 41 41

合計 120 69 51 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

＜借主側＞ 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

取得価額
相当額 
  

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
  

(百万円) 
機械装置
及び運搬具 

40 30 9 

その他
(工具・器 
具・備品) 

78 47 30 

合計 118 78 40 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 19百万円

１年超 32 

合計 51 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 19百万円

１年超 20 

合計 40 

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 24百万円

減価償却費相当額 24 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 22百万円

減価償却費相当額 22 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

  （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。 



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 取得原価は減損処理後の帳簿価額で記載しておりますが、減損処理額は前連結会計年度及び当連結会計年度はありません。 

なお、減損処理については、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合又は３期末連続して35％超下落しか

つその金額に重要性が認められる場合は、回復可能性がないものと見做し、時価と帳簿価額との差額を当連結会計年度末の

損失として処理するものとしております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

  

３ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

  

(注) 減損処理額は、前連結会計年度46百万円及び当連結会計年度はありません。 

なお、減損処理については、期末における株式の実質価額が取得原価に比べ50％以上低下した場合は、実質価額と帳簿価額

との差額を当連結会計年度末の損失として処理するものとしております。 

  

区分 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

取得原価 
  

(百万円) 

連結貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額
  

(百万円) 

取得原価
  

(百万円) 

連結貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額 
  

(百万円) 
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

    

 株式 290 684 394 405 1,418 1,012 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

    

 株式 184 163 △20 113 103 △10 

合計 475 848 373 519 1,521 1,002 

区分 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

売却額(百万円) 18 433 

売却益の合計額(百万円) 13 265 

区分 

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

連結貸借対照表計上額(百万円) 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券     

 非上場株式 437 222 

合計 437 222 



(デリバティブ取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

 (1) 取引の内容及び利用目的 

   当社グループ(当社及び連結子会社)においては、

当社のみがデリバティブ取引を利用しており、フェ

ロニッケルの価格変動リスク及び為替相場変動リス

クの軽減を目的としたフェロニッケル販売に係る予

定取引を対象に製品価格スワップ取引並びに製品オ

プション取引及び為替予約取引についてそれぞれ繰

延ヘッジ処理をしております。なお、ヘッジ有効性

の評価は、ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動

の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の

累計とを比率分析する方法により行っております。 

１ 取引の状況に関する事項 

 (1) 取引の内容及び利用目的 

   当社グループ(当社及び連結子会社)においては、

当社のみがデリバティブ取引を利用しており、フェ

ロニッケルの価格変動リスク及び為替相場変動リス

クの軽減を目的としたフェロニッケル販売に係る予

定取引を対象に製品価格スワップ取引及び為替予約

取引についてそれぞれ繰延ヘッジ処理をしておりま

す。なお、ヘッジ有効性の評価は、ヘッジ対象のキ

ャッシュ・フローの変動の累計とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フローの変動の累計とを比率分析する方法

により行っております。 

 (2) 取引に対する取組方針 

   当社グループ(当社及び連結子会社)は、投機目的

のためのデリバティブ取引は行わない方針でありま

す。 

 (2) 取引に対する取組方針 

   同左 

 (3) 取引に係るリスクの内容 

   製品価格スワップ取引は、フェロニッケル販売価

格がＬＭＥ(ロンドン金属取引市場)相場の変動によ

るリスクを有しており、一定量のフェロニッケルに

対し製品価格スワップ取引を行なうことにより、フ

ェロニッケルの価格変動によるリスクを軽減してお

ります。 

   また、為替予約取引は、製品輸出の売上代金の外

貨受取が円転時の円貨入金に伴うリスクを有してお

り、一定量の外貨を為替予約することにより、為替

相場変動によるリスクを軽減しております。 

   なお、製品オプション取引は、当連結会計年度に

おいて取引を終了しております。 

 (3) 取引に係るリスクの内容 

   製品価格スワップ取引は、フェロニッケル販売価

格がＬＭＥ(ロンドン金属取引市場)相場の変動によ

るリスクを有しており、一定量のフェロニッケルに

対し製品価格スワップ取引を行なうことにより、フ

ェロニッケルの価格変動によるリスクを軽減してお

ります。 

   また、為替予約取引は、製品輸出の売上代金の外

貨受取が円転時の円貨入金に伴うリスクを有してお

り、一定量の外貨を為替予約することにより、為替

相場変動によるリスクを軽減しております。 

 (4) 取引に係るリスク管理体制 

   取引の実行及び管理につきましては、デリバティ

ブ取引に関する内規に基づき、取引限度額を設け、

取締役会承認の下、実行並びに担当役員が随時報告

しております。 

 (4) 取引に係るリスク管理体制 

   同左 

２ 取引の時価等に関する事項 

  「金融商品に係る会計基準」によりヘッジ会計が適

用されているデリバティブ取引については、注記の

対象から除いております。 

２ 取引の時価等に関する事項 

  同左 



(退職給付関係) 
  

  
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度

として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設

けております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   同左 

２ 退職給付債務に関する事項(平成17年３月31日) 

(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。 

  

イ 退職給付債務 △3,266百万円

ロ 年金資産 998 

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △2,268 

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 1,256 

ホ 未認識数理計算上の差異 246 

ヘ 退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △765 

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

(注) 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。 

  

イ 退職給付債務 △3,294百万円

ロ 年金資産 1,143 

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △2,150 

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 1,130 

ホ 未認識数理計算上の差異 249 

ヘ 退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ) △769 

３ 退職給付費用に関する事項 

 (自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

(注) 簡便法を採用しております連結子会社の退職給

付費用は、「イ 勤務費用」に計上しておりま

す。 

  

イ 勤務費用 152百万円

ロ 利息費用 61 

ハ 期待運用収益 ─ 

ニ 会計基準変更時差異の 
  費用処理額 

125 

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 35 

ヘ 退職給付費用 
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 

375 

３ 退職給付費用に関する事項 

 (自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

(注) 簡便法を採用しております連結子会社の退職給

付費用は、「イ 勤務費用」に計上しておりま

す。 

  

イ 勤務費用 126百万円

ロ 利息費用 64 

ハ 期待運用収益 ─ 

ニ 会計基準変更時差異の
  費用処理額 

125 

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 36 

ヘ 退職給付費用
  (イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 

352 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 ─％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 10年

ホ 数理計算上の差異の処理年数 10年

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 15年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 ─％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 10年

ホ 数理計算上の差異の処理年数 10年

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 15年



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

(繰延税金資産)  

 貸倒引当金損金算入限度超過額 1,431百万円

 株式評価損損金算入限度超過額 1,427 

 減価償却費損金算入限度超過額 703 

 その他 246 

  繰延税金資産小計 3,809 

 評価性引当額 △2,098 

  繰延税金資産合計 1,711 

(繰延税金負債)   

 その他有価証券評価差額金 △150 

  繰延税金負債合計 △150 

  繰延税金資産の純額 1,560 

 流動資産―繰延税金資産 1,580百万円

 固定資産―投資その他の資産   

 その他 130 

 固定負債―その他 △150 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

(繰延税金資産)  

 (1) 流動資産  

 販売用不動産評価損繰入限度超過額 241百万円

 賞与引当金繰入限度超過額 150 

 その他 109 

  計 501 

 (2) 固定資産   

 株式評価損損金算入限度超過額 210 

 減価償却費損金算入限度超過額 434 

 退職給付引当金損金算入限度超過額 302 

 その他 226 

  計 1,174 

  繰延税金資産合計 1,675 

(繰延税金負債)   

 その他有価証券評価差額金 △405 

  繰延税金負債合計 △405 

 繰延税金資産の純額 1,269 

    

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目の内訳 

  
  

法定実効税率 40.4％

(調整)  

 一時差異でない申告調整項目 0.1 

 住民税均等割等 0.0 

 税務上の繰越欠損金の利用 △31.2 

 その他 3.7 

 税効果会計適用後の 
 法人税等の負担率 

13.0

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目の内訳 

  

法定実効税率 40.4％

(調整)  

 交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.1 

 債権放棄した子会社貸付金に対す

る貸倒引当金等の損金算入限度超

過額 

△6.1 

 当期売却した株式に係る評価損 △4.3 

 その他 1.2 

 税効果会計適用後の 

 法人税等の負担率 
31.3 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

事業の種類別セグメントは、ニッケル事業及びその他の事業としております。 

なお、不動産事業、ガス事業、電力卸供給事業、廃棄物リサイクル事業及びその他の事業については、「その他の事業」

に一括して表示しております。 

事業区分及び表示方法の決定は、それぞれの事業領域の特性を的確かつ簡潔に表現することを基本方針としております。

２ 各事業区分に属する主要な製品の名称等 

  

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用はありません。 

  
ニッケル 
事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

  
連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

  売上高           

 (1) 外部顧客に対する売上高 57,756 1,916 59,672 ― 59,672 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

2 96 99 (99) ―

計 57,759 2,012 59,771 (99) 59,672 

  営業費用 39,483 2,028 41,512 (151) 41,360 

  営業利益又は 
営業損失(△) 

18,275 △15 18,259 52 18,311

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出 

    

  資産 54,966 4,944 59,911 (4,368) 55,542 

  減価償却費 1,525 440 1,966 ― 1,966 

  資本的支出 1,424 160 1,585 ― 1,585 

事業区分 主要製品等 

ニッケル事業 フェロニッケル、スラグ製品 

その他の事業 不動産、ガス類、電力の卸供給、廃棄物リサイクル事業 



４ 事業区分の変更 

前連結会計年度下期より開始した廃棄物リサイクル事業は、売上高、営業利益及び総資産に与える影響が僅少であったた

めニッケル事業に含めておりましたが、ニッケル事業の実態を反映したより適正なセグメントとするため、当連結会計年

度よりニッケル事業より区分し、その他の事業に含めることに変更いたしました。 

この結果、前連結会計年度と同様の区分によった場合に比べて、ニッケル事業の売上は77百万円減少し、営業利益は214

百万円増加しており、その他の事業についてはそれぞれ同額増減しております。 

なお、前連結会計年度において、当連結会計年度の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は、次のとおり

であります。 

前連結会計年度(自平成15年４月１日 至平成16年３月31日) 

  

５ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額はありません。 

６ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額がそれぞれ含まれております。 

  

  
ニッケル
事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

  
連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益
  売上高 

    

(1) 外部顧客に対する
売上高 

45,787 1,861 47,649 ─ 47,649 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

4 81 85 (85) ─ 

計 45,791 1,942 47,734 (85) 47,649 

営業費用 32,060 1,889 33,950 (133) 33,817 

営業利益 13,730 52 13,783 47 13,831 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出 

    

  資産 56,384 5,055 61,440 (8,639) 52,800 

  減価償却費 2,811 389 3,201 ─ 3,201 

  資本的支出 1,199 2,676 3,875 ─ 3,875 



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

事業の種類別セグメントは、ニッケル事業及びその他の事業としております。 

なお、不動産事業、ガス事業、電力卸供給事業、廃棄物リサイクル事業及びその他の事業については、「その他の事業」

に一括して表示しております。 

事業区分及び表示方法の決定は、それぞれの事業領域の特性を的確かつ簡潔に表現することを基本方針としております。

２ 各事業区分に属する主要な製品の名称等 

  

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用はありません。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額はありません。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額がそれぞれ含まれております。 

  

  
ニッケル 
事業 
(百万円) 

その他の
事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

  
連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

  売上高           

 (1) 外部顧客に対する売上高 64,991 4,620 69,611 ─ 69,611 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

2 1 4 (4) ─

計 64,993 4,621 69,615 (4) 69,611 

  営業費用 41,455 4,600 46,056 (12) 46,043 

  営業利益 23,538 20 23,559 8 23,567

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
  資本的支出 

    

  資産 61,959 6,889 68,848 (0) 68,848 

  減価償却費 1,411 397 1,809 ─ 1,809 

  資本的支出 2,022 1,604 3,627 ─ 3,627 

事業区分 主要製品等 

ニッケル事業 フェロニッケル、スラグ製品 

その他の事業 不動産、ガス類、電力の卸供給、廃棄物リサイクル事業 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成

18年３月31日) 

本邦の売上高及び資産の金額が、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計に占める割

合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  



【海外売上高】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 区分に属する地域の内訳 

     アジア：韓国、台湾、中国、インドネシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

(注) １ 地域は、地理的近接度により区分しております。 

２ 区分に属する地域の内訳 

     アジア：韓国、台湾、中国、インドネシア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 32,386 32,386 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― 59,672 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 54.3 54.3 

  アジア 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 38,677 38,677 

Ⅱ 連結売上高(百万円) ─ 69,611 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 55.6 55.6 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18

年３月31日) 

関連当事者との間の取引に重要なものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たりの当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 174.56円 １株当たり純資産額 242.09円

１株当たり当期純利益 78.83円 １株当たり当期純利益  81.30円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益(百万円) 15,461 15,956 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 42 58 

 利益処分による役員賞与金(百万円) 42 58 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 15,419 15,898 

普通株式の期中平均株式数(千株) 195,606 195,544 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、期中平均残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年における１年ごとの返済予定額の総額 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 4,500 ─ ─ ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,949 1,923 1.56 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

7,237 5,199 1.75
平成19年９月～ 
平成27年６月 

合計 13,686 7,123     

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 1,943 1,940 243 218 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円)

構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

資産の部                 

Ⅰ 流動資産                 

 １ 現金及び預金     8,220      17,290    

 ２ 受取手形     37      35    

 ３ 売掛金     5,086      3,075    

 ４ 商品 ※３   3,186      1,063    

 ５ 製品     2,855      6,847    

 ６ 半製品     ─      26    

 ７ 原材料     1,255      1,454    

 ８ 仕掛品     276      272    

 ９ 半成工事     614      614    

 10 貯蔵品     277      370    

 11 前払費用     126      93    

 12 繰延税金資産     1,573      493    

 13 未収入金     179      149    

 14 繰延ヘッジ損失     94      221    

 15 その他の流動資産     82      134    

   貸倒引当金     △12      △0    

   流動資産合計       23,854 45.6     32,145 49.3

Ⅱ 固定資産                 

 １ 有形固定資産 ※２               

  (1) 建物 ※６ 13,033      12,588      

    減価償却累計額   8,154 4,879    7,780 4,808    

  (2) 構築物 ※６ 2,764      2,728      

    減価償却累計額   1,881 883    1,875 852    

  (3) 機械及び装置 ※６ 38,336      38,076      

    減価償却累計額   32,408 5,928    32,421 5,654    

  (4) 車両運搬具 ※６ 293      305      

    減価償却累計額   211 81    214 90    

  (5) 工具・器具・備品   570      550      

    減価償却累計額   418 152    386 164    

  (6) 土地 ※１   11,416      11,153    

  (7) 建設仮勘定     366      2,808    

   有形固定資産合計     23,708      25,531    



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円)

構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

 ２ 無形固定資産                   

  (1) 借地権     10       3     

  (2) その他の無形固定資産     7       9     

   無形固定資産合計     17       12     

 ３ 投資その他の資産                   

  (1) 投資有価証券     1,282       1,744     

  (2) 関係会社株式     1,639       1,639     

  (3) 出資金     30       30     

  (4) 長期貸付金     334      322    

  (5) 従業員長期貸付金     38      29    

  (6) 関係会社長期貸付金     5,264      1,204    

  (7) 破産債権、再生債権、更生債 
    権その他これらに準ずる債権   22 23   

  (8) 長期前払費用     970      894    

  (9) 繰延税金資産     ─      631    

  (10)長期性預金     ─      2,000    

  (11)その他の投資     168      106    

    貸倒引当金     △5,008      △1,170    

   投資その他の資産合計     4,742      7,456    

   固定資産合計       28,468 54.4     33,000 50.7

   資産合計       52,322 100.0     65,146 100.0

          



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円)

構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

負債の部                   

Ⅰ 流動負債                   

 １ 買掛金     1,000       1,528     

 ２ 短期借入金 ※２   4,500       ─     

 ３ 一年内に返済する長期借入金 ※２   1,625       1,625     

 ４ 未払金     450       1,308     

 ５ 未払法人税等     1,612       6,425     

 ６ 未払消費税等     397       ─     

 ７ 未払費用     1,216       1,258     

 ８ 預り金     67       73     

 ９ 賞与引当金     358       360     

 10 その他の流動負債     239       227     

   流動負債合計       11,469 21.9     12,807 19.7 

Ⅱ 固定負債                   

 １ 長期借入金 ※２   4,875       3,250     

 ２ 繰延税金負債     150       ─     

 ３ 退職給付引当金     709       723     

 ４ 役員退職慰労引当金     123       175     

 ５ 再評価に係る繰延税金負債     900       1,852     

   固定負債合計       6,760 12.9     6,000 9.2 

   負債合計       18,229 34.8     18,808 28.9 



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円)

構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

資本の部                   

Ⅰ 資本金 ※４     13,922 26.6     13,922 21.4 

Ⅱ 資本剰余金                   

 １ 資本準備金     3,481       3,481     

 ２ その他資本剰余金                   

    自己株式処分差益   ─ ─     1 1     

   資本剰余金合計       3,481 6.7     3,482 5.3 

Ⅲ 利益剰余金                   

 １ 利益準備金     ―       161     

 ２ 任意積立金                   

    別途積立金   ― ―     3,000 3,000     

 ３ 当期未処分利益     15,194       24,770     

   利益剰余金合計       15,194 29.0     27,931 42.9 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※１     1,326 2.5     492 0.7 

Ⅴ その他有価証券評価差額金       222 0.4     597 0.9 

Ⅵ 自己株式 ※５     △52 △0.0     △87 △0.1 

   資本合計       34,093 65.2     46,337 71.1 

   負債資本合計       52,322 100.0     65,146 100.0 

          



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高               

 １ 製品売上高   57,569     64,840     

 ２ 商品売上高 ※２ 16 57,586 100.0 2,523 67,363 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２             

 １ 商品期首たな卸高   678     3,186     

 ２ 製品期首たな卸高   1,456     2,855     

 ３ 当期商品仕入高 ※９ 2,523     401     

 ４ 他勘定振替高 ※10 ―     0     

 ５ 当期製品製造原価 ※３ 37,838     42,379     

計   42,496     48,822     

 ６ 商品期末たな卸高   3,186     1,063     

 ７ 製品期末たな卸高   2,855 36,454 63.3 6,847 40,911 60.7 

   売上総利益     21,132 36.7   26,452 39.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

 １ 販売費及び一般管理費 ※８   3,100 5.4   3,218 4.8 

   営業利益     18,031 31.3   23,234 34.5 

Ⅳ 営業外収益               

 １ 受取利息 ※１ 56     58     

 ２ 受取配当金 ※１ 143     172     

 ３ 不動産賃貸料   157     154     

 ４ その他   127 485 0.8 126 512 0.8 

Ⅴ 営業外費用               

 １ 支払利息   398     138     

 ２ 休止設備費   13     75     

 ３ 貸与設備費   121     71     

 ４ シンジケートローン組成
費用 

※11 75 ─    

 ５ 為替ヘッジ差額   ─     325     

 ６ その他   106 714 1.2 119 730 1.1 

   経常利益     17,801 30.9   23,016 34.2 



    

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益               

 １ 固定資産売却益 ※４ 116     49     

 ２ 投資有価証券売却益   13     265     

 ３ 貸倒引当金戻入益   ―     151     

 ４ 設備解体撤去屑売却益   ―     126     

 ５ 消費税過誤納更正還付金   ─     182     

 ６ その他   5 136 0.2 ─ 775 1.1 

Ⅶ 特別損失               

 １ 固定資産売却損 ※５ 9     35     

 ２ 固定資産除却損 ※６ 208     121     

 ３ 投資有価証券評価損   46     ─     

 ４ 関係会社株式評価損   0     ─     

 ５ 貸倒引当金繰入額   120     ─     

 ６ 子会社債権放棄損失   24     ─     

 ７ 設備更新等による 

   解体撤去費 
  ─     862     

 ８ 減損損失 ※12 ─     84     

 ９ その他 ※７ 118 528 0.9 256 1,361 2.0 

   税引前当期純利益     17,409 30.2   22,431 33.3 

   法人税、住民税 
   及び事業税 

1,495 7,144    

   法人税等調整額   790 2,286 3.9 70 7,215 10.7 

   当期純利益     15,123 26.3   15,216 22.6 

   前期繰越利益     ─     10,426   

   前期繰越損失     10,902     ─   

   土地再評価差額金取崩額     71     △90   

   資本減少による繰越 
   損失填補額 

 10,902 ─  

   中間配当額     ─     782   

   当期未処分利益     15,194     24,770   

        



製造原価明細書 

  

  

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費   29,220 77.2 33,232 78.4 

Ⅱ 労務費   2,529 6.6 2,812 6.6 

   (うち退職給付費用)   (322)   (329)   

Ⅲ 経費   6,120 16.2 6,357 15.0 

   (うち減価償却費)   (1,432)   (1,318)   

  当期総製造費用   37,870 100.0 42,402 100.0 

  半製品、仕掛品期首 
  たな卸高 

245 276  

計   38,115   42,678   

  半製品、仕掛品期末 
  たな卸高 

276 299  

  当期製品製造原価   37,838   42,379   

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

原価計算方法は、工程別総合原価計算方法を採用して
おります。 

同左 



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況 

前事業年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

当事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益     15,194   24,770 

Ⅱ 利益処分額           

 １ 利益準備金   161   221   

 ２ 配当金   1,564   1,368   

 ３ 役員賞与金   42   58   

 ４ 任意積立金           

    別途積立金   3,000 4,767 7,300 8,947 

Ⅲ 次期繰越利益     10,426   15,822 

  



重要な会計方針 
  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式 

   同左 

 (2) その他有価証券 

   ①時価のあるもの 

   期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。 

 (2) その他有価証券 

   ①時価のあるもの 

    同左 

   ②時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採用しております。 

   ②時価のないもの 

    同左 

２ デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務

の評価基準及び評価方法 

   時価法を採用しております。 

２ デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務

の評価基準及び評価方法 

   同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   商品に含まれる販売用不動産及び半成工事につい

ては、個別法による原価法、その他の商品、製

品、半製品、原材料、仕掛品及び貯蔵品について

は、移動平均法による原価法によっております。 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

４ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。 

 (2) 無形固定資産 

   同左 

 (3) 長期前払費用 

   均等償却をしております。 

   なお、償却年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。 

 (3) 長期前払費用 

   同左 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率法、貸倒懸念債権等特定の

債権については財務内容評価法により回収不能見

込額を計上しております。 

５ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に備えるため、翌期の

賞与支給見込額のうち当期に帰属する部分の金額

を見積り計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

   同左 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産に基づき、当期末にお

いて発生していると認められる額を計上しており

ます。 

   なお、会計基準変更時差異は、15年による按分額

を費用処理しております。 

   また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による

定額法により翌期から費用処理する方法を採用し

ております。 

 (3) 退職給付引当金 

   同左 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   同左 

６ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

６ リース取引の処理方法 

  同左 

７ ヘッジ会計の方法 
  (1) ヘッジ会計の方法 
    繰延ヘッジ処理によっております。 

７ ヘッジ会計の方法
 (1) ヘッジ会計の方法 
   同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
    当期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッ

ジ対象は以下のとおりであります。 

  ヘッジ手段…製品価格スワップ取引及び為替予約

取引 

  ヘッジ対象…フェロニッケル販売に係る予定取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  同左 

  (3) ヘッジ方針 
    デリバティブ取引に関する社内規定に基づき、

フェロニッケルの価格変動リスク及び為替変動リ
スクを一定の範囲内でヘッジしております。 

    なお、デリバティブ取引はあくまでも実需に裏
付けられた範囲で行なう方針であります。 

(3) ヘッジ方針
   同左 
  

  (4) ヘッジ有効性の評価方法 
    ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計

とヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計
とを比率分析する方法により行っております。 

  

 (4) ヘッジ有効性の評価方法 
   同左 

８ 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っております。 

８ 消費税等の会計処理 

  同左 



(会計処理の変更) 

  

  

(表示方法の変更) 

  

  

  

(追加情報) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

       ─────────── 
  

「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日)が平成17年４月１日以後開始する事

業年度に係る財務諸表より適用されることになったこ

とに伴い、当事業年度より同会計基準及び同適用指針

を適用しております。 

これにより税引前当期純利益が84百万円減少してお

ります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

       ─────────── 
  

損益計算書 

 前期まで特別損失の「固定資産除却損」に含めており

ました「設備更新等による解体撤去費」は、表示をより

明瞭とするため区分掲記することに変更いたしました。 

 なお、前期の「設備更新等による解体撤去費」は156

百万円であります。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年
法律第９号)が平成15年３月31日に公布され、平成
16年４月１日以後に開始する事業年度より外形標
準課税制度が導入されたことに伴い、当事業年度
から、「法人事業税における外形標準課税部分の
損益計算書上の表示についての実務上の取り扱
い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実
務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割
及び資本割については、販売費及び一般管理費に
計上しております。 
 この結果、販売費及び一般管理費が129百万円増
加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益
が同額減少しております。 

      ─────────── 
  



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  
  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１※１ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律(平成11年３月31日公

布法律第24号)に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上

しております。 

     土地の再評価に関する法律施行令(平成10年

３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定

める方法により算出 

     再評価を行った土地の期末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額  1,104百万円 

 再評価の方法  

 再評価を行った年月日 平成12年３月31日

１※１ 土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日

公布法律第34号)及び土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律(平成11年３月31日公

布法律第24号)に基づき、事業用の土地の再評

価を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上

しております。 

     土地の再評価に関する法律施行令(平成10年

３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定

める方法により算出 

     再評価を行った土地の期末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額  1,170百万円 

 再評価の方法  

 再評価を行った年月日 平成12年３月31日

 ※２ このうち下記資産をもって工場財団を組成し、

長期借入金(一年内に返済する長期借入金

1,625百万円を含む。)6,500百万円(全額共同担

保となっております。)及び短期借入金     

4,500百万円の担保に供しております。 

 ※２ このうち下記資産について、長期借入金4,875

百万円[4,875百万円](一年内に返済する長期借

入金1,625百万円を含む[1,625百万円]。)の担

保に供しております。 

    上記のほか土地(簿価1,792百万円)は長期借入

金(一年内に返済する長期借入金1,625百万円を

含む。)6,500百万円(全額共同担保となってお

ります。)の担保に供しております。また、土

地・建物(簿価630百万円)は関係会社である㈱

大平洋エネルギーセンターの借入債務2,289百

万円の担保に供しております。 

建物 4,357百万円

構築物 861 

機械装置 5,811 

車両運搬具 81 

工具・器具・備品 79 

土地 8,286 

計 19,479 

    上記の[ ]内書きは工場財団抵当に供されてい

る資産の簿価並びに当該債務を表示しておりま

す。 

    なお、担保資産の一部は、関係会社である㈱大

平洋エネルギーセンターの借入債務1,945百万

円の担保に供しております。 

建物 4,450 [4,316]百万円

構築物 827   [826] 

機械装置 5,519 [5,519] 

車両運搬具 72    [72] 

工具・器具・備品 86    [86] 

土地 10,486 [8,286] 

計 21,442[19,106] 

 ※３ 販売用不動産3,186百万円であります。  ※３ 販売用不動産1,063百万円であります。 

 ※４ 授権株数 普通株式 264,000,000株

    発行済株式数 普通株式 195,770,713株

※４ 授権株数 普通株式 264,000,000株

   発行済株式数 普通株式 195,770,713株

 ※５ 自己株式の保有数 普通株式 193,443株 ※５ 自己株式の保有数 普通株式 257,126株

 ※６ 国庫補助金の受入れにより取得価格から控除し

ている圧縮記帳額は以下のとおりであります。 

     

建物 28百万円

構築物 5 

機械及び装置 142 

車両運搬具 2 

計 179 

 ※６ 国庫補助金の受入れにより取得価格から控除し

ている圧縮記帳額は以下のとおりであります。 

     

建物 28百万円

構築物 5 

機械及び装置 142 

車両運搬具 2 

計 179 



  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

２ 下記の会社の金融機関からの借入債務に対し債務保

証を行っております。 

株式会社大平洋エネルギー 
センター 

2,299百万円

大平洋特殊鋳造株式会社 19 

計 2,319 

２ 下記の会社の金融機関からの借入債務に対し債務保

証を行っております。 

株式会社大平洋エネルギー
センター 

1,945百万円

  ３ 平成16年６月29日開催の定時株主総会おいて、下記

の欠損填補を行っております。 

資本準備金 15,451百万円

利益準備金 1,042 

計 16,494 

３ 有価証券の時価評価により増加した純資産額222百

万円は、商法施行規則第124条第３号の規定によ

り、配当に充当することが制限されております。 

  また、土地再評価差額金は、土地の再評価に関する

法律第７条の２第１項の規定により、配当に充当す

ることが制限されております。 

４ 有価証券の時価評価により増加した純資産額597百

万円は、旧商法施行規則第124条第３号の規定によ

り、配当に充当することが制限されております。 

  また、土地再評価差額金は、土地の再評価に関する

法律第７条の２第１項の規定により、配当に充当す

ることが制限されております。 

４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

金融機関とシンジケート方式による長期コミットメ

ントライン契約（契約期間平成17年３月～平成21年

３月）を締結しております。 

  当事業年度における長期コミットメントライン契約

に係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。 

コミットメントの総額 9,000百万円

借入実行残高 4,500 

未実行残高 4,500 

５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引

金融機関とシンジケート方式による長期コミットメ

ントライン契約（契約期間平成17年３月～平成21年

３月）を締結しております。 

  当事業年度における長期コミットメントライン契約

に係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。 

コミットメントの総額 9,000百万円

借入実行残高 ─ 

未実行残高 9,000 



(損益計算書関係) 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社との主な取引の内訳は次のとおりであり

ます。 

受取利息 29百万円

受取配当金 127 

※１ 関係会社との主な取引の内訳は次のとおりであり

ます。 

受取利息 28百万円

受取配当金 154 

※２ 商品売上高には、不動産売上高 16百万円、不動

産賃貸収入０百万円が、商品売上原価には、不動

産売上原価14百万円、不動産賃貸費用０百万円が

それぞれ含まれております。 

※２ 商品売上高には、不動産売上高2,523百万円、不

動産賃貸収入0百万円が、商品売上原価には、不

動産売上原価2,523百万円、不動産賃貸費用0百万

円がそれぞれ含まれております。 

※３ 当期製造費用に含まれている研究開発費が164百

万円あります。 

※３ 当期製造費用に含まれている研究開発費が233百

万円あります。 

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

新潟市土地 116百万円

その他 0 

計 116 

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

新潟市土地 27百万円

長野県北佐久郡建物等 21 

その他 0 

計 49 

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

長野県南佐久郡土地 6百万円

長野県茅野市地上権 3 

計 9 

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

長野県北佐久郡土地 16百万円

東京都江東区土地 16 

新潟市土地 2 

その他 1 

計 35 

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

フェロニッケル製造 
関連設備外 

208百万円

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

フェロニッケル製造
関連設備外 

121百万円

※７ 主なものは東京都江東区土地地中障害物撤去工事

費50百万円であります。 

※７ 主なものは東京都江東区土地地中障害物撤去工事

費242百万円であります。 

※８ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

あります。 

   なお、販売費に属する費用はおよそ68％であり、

一般管理費に属する費用はおよそ32％でありま

す。 

運賃諸掛 1,050百万円

販売手数料 1,045 

給料諸手当 177 

退職給付費用 24 

役員退職慰労引当金 32 

賞与引当金繰入額 33 

賃借料 94 

減価償却費 19 

租税公課 152 

※８ 販売費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

あります。 

   なお、販売費に属する費用はおよそ65％であり、

一般管理費に属する費用はおよそ35％でありま

す。 

運賃諸掛 1,097百万円

販売手数料 994 

給料諸手当 188 

退職給付費用 25 

役員退職慰労引当金 51 

賞与引当金繰入額 28 

賃借料 94 

減価償却費 20 

租税公課 165 

※９ 主なものは販売用不動産の仕入高2,522百万円で

あります。 

  

  ※10 土地から商品(販売用不動産)への振替えでありま

す。 

※11 アレンジャーフィー、エージェントフィー及びパ

ーティシペーションフィーであります。 

  



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ※12 減損損失
  当社は、以下の資産について減損損失を計上いた
しました。 

  
 当社の減損会計適用にあたっての資産グルーピング
は、事業用資産については個々の事業区分、賃貸資産
は一単位、遊休資産は各物件を資産グループとしてお
ります。 
 上記の物件については、今後の利用計画がないた
め、当期において減損損失84百万円を計上いたしまし
た。 
 減損損失の内訳は、土地78百万円、無形固定資産6百
万円であります。 
 なお、回収可能価額は、遊休資産については正味売却
価額により測定し、譲渡可能見込額により算定しており
ます。  

用途 種類 場所 
遊休 土地 青森県十和田市 

青森県八戸市 
東京都江東区 
山梨県北杜市 
三重県志摩市 

その他の無形固定資産 長野県茅野市 



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

工具・器具 
・備品 

82 41 41

車両運搬具 17 9 8

合計 100 50 49

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

工具・器具
・備品 

78 47 30 

車両運搬具 17 13 4 

合計 95 61 34 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

１年内 17百万円

１年超 32 

合計 49 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

   なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

１年内 15百万円

１年超 18 

合計 34 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 21百万円

減価償却費相当額 21 

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 18百万円

減価償却費相当額 18 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

  （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。 



(有価証券関係) 

前事業年度末(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)及び当事業年度末(自平成17年４月１日 至平成18年

３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

  

(繰延税金資産)  

 貸倒引当金損金算入限度超過額 1,431百万円

 株式評価損損金算入限度超過額 1,427 

 減価償却費損金算入限度超過額 613 

 その他 248 

  繰延税金資産小計 3,720 

 評価性引当額 △2,147 

  繰延税金資産合計 1,573 

(繰延税金負債)   

 その他有価証券評価差額金 △150 

  繰延税金負債合計 △150 

  繰延税金資産の純額 1,422 

 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

  

(繰延税金資産)  

 (1) 流動資産  

 販売用不動産評価損繰入限度超過額 241百万円

 賞与引当金繰入限度超過額 146 

 その他 106 

  計 493 

 (2) 固定資産   

 株式評価損損金算入限度超過額 210 

 減価償却費損金算入限度超過額 330 

 退職給付引当金損金算入限度超過額 292 

 その他 205 

  計 1,037 

  繰延税金資産合計 1,530 

(繰延税金負債)   

 その他有価証券評価差額金 △405 

  繰延税金負債合計 △405 

 繰延税金資産の純額 1,124 

    

    

 ２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.4％

(調整)  

 一時差異でない申告調整項目 0.1 

 住民税均等割等 0.0 

 税務上の繰越欠損金の利用 △31.9 

 その他 4.5 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 13.1 

 ２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.4％

(調整)  

 交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1 

 債権放棄した子会社貸付金に対する貸倒

引当金等の損金算入限度超過額 
△6.4 

 当期売却した株式に係る評価損 △4.4 

 その他 2.5 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.2 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たりの当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 174.11円 １株当たり純資産額 236.71円

１株当たり当期純利益 77.10円 １株当たり当期純利益 77.52円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は，潜在株式がないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は，潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益(百万円) 15,123 15,216 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 42 58 

 利益処分による役員賞与金(百万円) 42 58 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 15,081 15,158 

普通株式の期中平均株式数(千株) 195,606 195,544 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 
(百万円) 

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

ラサ商事㈱ 1,040,000 847 

三菱商事㈱ 51,000 136 

大平洋ランダム㈱ 1,700 122 

大陽日酸㈱ 100,000 87 

日新火災海上保険㈱ 150,000 84 

丸紅㈱ 134,000 82 

日本郵船㈱ 110,000 79 

新日本製鐵㈱ 106,000 48 

PT ANTAM Tbk 775,000 44 

日新製鋼㈱ 106,000 43 

その他17銘柄 344,508 169 

計 2,918,208 1,744 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額の主なものは、次のとおりであります。 

２ 当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失累計額であり、「当期末残高」の欄は減損損失控除後の金額でありま

す。 

なお、建設仮勘定の当期減少額は主として有形固定資産への振替によるものであります。 

３ 無形固定資産については、資産総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を

省略しております。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産               

 建物 13,033 250 695 12,588 7,780 272 4,808 

 構築物 2,764 44 81 2,728 1,875 52 852 

 機械及び装置 38,336 822 1,082 38,076 32,421 1,034 5,654 

 車両運搬具 293 23 11 305 214 14 90 

 工具・器具・備品 570 35 55 550 386 20 164 

 土地 11,416 ─ 
262

11,153 ─ ─ 11,153 
(78)

 建設仮勘定 366 3,621 1,179 2,808 ─ ─ 2,808 

有形固定資産計 66,782 4,797 
3,369
(78)

68,210 42,678 1,394 25,531 

無形固定資産               

 借地権 ― ― ― 3 ― ― 3 

 その他の 
 無形固定資産 

― ― ― 9 ― ― 9

無形固定資産計 ― ― ― 12 ― ― 12 

長期前払費用 1,289 0 80 1,210 316 36 894 

     

機械及び装置 キルン周辺装置の更新及び増強 400百万円

  変電所設備更新 108 

  発電機関更新 80 

建設仮勘定 脱塩飛灰溶融処理施設建設 1,593 

  第二熔錬工場及び周辺設備改修整備 211 



【資本金等明細表】 

  

(注)１ 当期末における自己株式は257,126株であります。 

  ２ その他資本剰余金の増加の原因は、単元未満株式を有する株主への自己株式の売却によるものであります。 

  ３ 利益準備金の増加の原因は、利益処分によるものであります。 

  ４ 任意積立金の増加の原因は、利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 当期減少額(その他)は、不要となった引当金の戻入れであります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(百万円)  13,922 ― ─ 13,922 

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式(注)１ (株) (195,770,713) (―) (─) (195,770,713)

普通株式(注)１ (百万円) 13,922 ― ─ 13,922 

計 (株) (195,770,713) (―) (─) (195,770,713)

計 (百万円) 13,922 ― ― 13,922 

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

(資本準備金) 
株式払込剰余金 

(百万円) 3,481 ― ― 3,481

(その他資本剰余金)
自己株式処分差益 
(注)２ 

(百万円) ― 1 ― 1

計 (百万円) 3,481 1 ― 3,482 

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) 
(注)３ 

(百万円) ― 161 ― 161

(任意積立金) 
別途積立金 
(注)４ 

(百万円) ― 3,000 ― 3,000

計 (百万円) ― 3,161 ― 3,161 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 (注) 5,021 31 3,699 182 1,170 

賞与引当金 358 360 358 ─ 360 

役員退職慰労引当金 123 51 ─ ─ 175 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(イ)流動資産 

ａ 現金及び預金 

  

  

ｂ 受取手形 

  

  

 期日別内訳は次のとおりであります。 

  

  

種類 金額(百万円) 

当座預金 15,388 

定期預金 1,900 

別段預金 2 

合計 17,290 

相手先 金額(百万円) 

山一興産㈱ 28 

㈱日本製鋼所 6 

㈱錢高組 1 

合計 35 

期日 平成18年４月 平成18年５月 平成18年６月 平成18年７月 平成18年８月 合計 

金額(百万円) 8 4 7 6 8 35 



ｃ 売掛金 

  

(注) 太平洋興産㈱他 

  

 売掛金回収及び滞留状況 

  

  

相手先 金額(百万円) 

三菱商事㈱ 1,914 

ラサ商事㈱ 365 

双日㈱ 242 

㈱パシフィックソーワ 232 

新和企業㈱ 166 

その他(注) 153 

合計 3,075 

前期末残高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

回収高 
(百万円) 
  
(Ｃ) 

当期末残高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  
(Ｃ)

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
  

 (Ａ)＋(Ｄ)  
２ 
(Ｂ) 

 365  

5,086 70,595 72,605 3,075 95.9 21.1 



ｄ 棚卸資産 

  

(注) ※ １ 販売用不動産(土地)の内訳は次のとおりであります。 

※ ２ 造成土地の内訳は次のとおりであります。 

  

科目 品名 金額(百万円) 

商品 
販売用不動産 ※１ 1,063 

計   1,063 

製品 

フェロニッケル   6,691 

その他   156 

計   6,847 

半製品 
未脱硫インゴット   26 

計   26 

原材料 

鉱石類   781 

加炭材類   599 

石灰石類   65 

その他   8 

計   1,454 

仕掛品 
ニッケル煆焼鉱還元鉱   272 

計   272 

半成工事 
造成土地 ※２ 614 

計   614 

貯蔵品 

燃料類   217 

補修用部品類   43 

煉瓦モルタル類   21 

電極類   20 

工業薬品類   16 

電気用品類   16 

型ロール類   14 

その他   22 

計   370 

合計     10,650 

地域別 面積(㎡) 金額(百万円) 

東北地区 877,807 663 

関東地区 19,970 400 

合計 897,777 1,063 

地域別 面積(㎡) 金額(百万円) 

東北地区 72,096 614 



(ロ)流動負債 

a 買掛金 

  

(注) 大陽日酸㈱他 

  

b 未払法人税等 

  

  

相手先 金額(百万円) 

三菱商事㈱ 1,111 

㈱パシフィックソーワ 119 

双日㈱ 60 

㈱ＪＯＭＯサンエナジー 35 

日本坩堝㈱ 29 

その他(注) 170 

合計 1,528 

相手先 金額(百万円) 

法人税 4,393 

事業税 1,121 

住民税 910 

合計 6,425 



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 電子公告は当社のホームページ(URLは、http://www.pacific-metals.co.jp/kessan/)に掲載しております。ただし、やむを

得ない事由により電子公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載します。 

  

  

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100
株未満の株数を合算した株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店および全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 １枚につき50円のほか印紙税相当額及びこれに係る消費税額 

単元未満株式の買取り・
買増し 

  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店および全国各支店 

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 電子公告 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第79期(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)平成17年６月29日関東財務局長に提出 

(2) 半期報告書 

事業年度 第80期中(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月20日関東財務局長に提出 

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

大 平 洋 金 属 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大平洋金属株式会社

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大平洋金属株式

会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 注記事項（セグメント情報）に記載のとおり、会社は当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 井 通 世 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 脇 市 郎 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

大 平 洋 金 属 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大平洋金属株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大平洋金属株式

会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 井 通 世 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 脇 市 郎 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

大 平 洋 金 属 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大平洋金属株式会社

の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第７９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大平洋金属株式会社

の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 井 通 世 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 脇 市 郎 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

大 平 洋 金 属 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大平洋金属株式会社

の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８０期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、大平洋金属株式会社

の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 森 井 通 世 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 脇 市 郎 
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